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開  議 

 

○長澤長右衛門議長 出席議員は定足数に達し

ておりますので、これより直ちに会議を開きま

す。 

 本日の会議は、お手元に配付いたしておりま

す議事日程第３号によって進めます。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

日程第１ 一般質問 

 

○長澤長右衛門議長 日程第１、一般質問であ

ります。 

 初めに、１５番大沢芳朋議員。 

〔１５番 大沢芳朋議員 登壇〕 

○１５番 大沢芳朋議員 皆さん、おはようご

ざいます。 

 議席番号１５番、会派孝山会、大沢芳朋です。 

 今回は、花森湖公園のふれあい広場を活用し

た地域振興策について、１つ目といたしまして
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キャンプ利用促進に向けた環境整備ということ

で、伺いたいと思います。 

 生居川ダムは通称花森湖と呼ばれ、地元の

方々、上山市民にも親しまれております。 

 このダムは、強酸性で農業用水に適さない蔵

王川の水の代替水源を確保するために造られた

農業用ダムで、上山市を流れる須川の東側の水

田地帯に水を供給しております。 

 生居川ダムを整備する前の水田地帯では、蔵

王山から流れる蔵王川を水源としておりました

が、蔵王山の火山活動に加え、明治以降に行わ

れた硫黄の採掘により蔵王川の水質が酸性に変

化し、水稲の収量や品質の低下に悩まされてお

りました。 

 そこで、水質が安定している蔵王川上流の仙

人沢からの真水を引き込み、貯留するダムを昭

和５４年から平成４年までの１４年間をかけて

建設し、農業用水に利用することで、酸性水の

問題を解決いたしました。 

 その後、ダムに隣接した花森湖公園が平成１

６年に整備され、さらにダム管理棟隣の高台に

はあずまやを設置した展望台が、駐車場を挟ん

だ隣にはふれあい広場が整備されております。 

 このふれあい広場は、ＺＡО花森地区中山間

地域総合整備事業によって整備され、施設管理

を宮生地区会長会が行っております。年二、三

回の草刈りなどを行っているとのことですが、

昨今の少子高齢化により、子どもたちの利用も

減り、また人手不足により管理が滞り、現在で

は雑草が生い茂り、使用するにも大変な状況に

なっておりますし、話を伺ったところ、管理を

市のほうでしていただけないかと宮生地区会長

会からも要望が出ていると伺いました。 

 そこで、このふれあい広場を市で維持管理を

徹底し、日頃から使用できるようにしていただ

き、キャンプ、バーベキュー、芋煮会等で使用

できるように環境整備をしていただきたく、質

問いたします。 

 ふれあい広場には、あずまや１か所、炊事場

蛇口２か所、ベンチ１３台などが設置されてお

りますが、利便性を考え、炊事場の増設及び炊

事場への雨よけの設置、また安全対策のための

夜間照明設備の設置などの整備をしていただけ

れば、利用される方々も増えると思います。 

 特に今需要が増えてきているキャンプは、１

９９０年代に第１次キャンプブームを迎え、国

民の代表的なレジャーとして広く普及し、多く

の人が週末に家族や友人、知人とキャンプを楽

しんでおりました。 

 その後は、インターネットや携帯電話、ゲー

ム、スポーツ観戦、ショッピングなど、国民の

娯楽が多様化していったため、ブームが下火に

なり、キャンプをする人も減少してきましたが、

２０１０年代になると若い世代を中心に再びキ

ャンプに人気が集まり、徐々にキャンプをする

人が増え、第２次キャンプブームを迎えました。 

 この背景には、第１次キャンプブームのとき

に親に連れられてキャンプをした子どもが大人

になり、再びキャンプを始めたこと、野外での

音楽フェスでおしゃれなテントや椅子などのキ

ャンプ用品を使う機会が増えたこと、キャンプ

場での景色や料理道具などを簡単に発信・共有

することができるＳＮＳの活用が普及したこと、

キャンプを題材にした漫画やテレビドラマ、芸

能人によるキャンプ動画から興味を持つ人が増

えたことなどがうかがえます。 

 さらに、近年はキャンプの新たなスタイルや

楽しみ方を背景に、再び人気となっております。

コロナ禍の今、テレビ、雑誌等で話題になって

おりますが、コロナ禍においても３密（密閉空
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間、人の密集、密接した会話）を回避しやすく、

ステイホームから解放されるレジャーとして注

目を集めておりますし、現在もソロキャンプ、

ファミリーキャンプ、グループキャンプ等が流

行しております。 

 また、キャンプは遊びの場だけではなく、子

どもが自然を体験したり、火の扱いを覚えたり、

野鳥の観察などをすることができる学びの場で

もあります。 

 ふれあい広場は、市内中心部から１５分程度

で行ける手軽さと、蔵王などにも近いことから

利便性もありますし、キャンプをしながら周遊

できる拠点になるものと思います。 

 このようなことから、ふれあい広場の環境整

備をしていただければ、交流人口はもちろん地

域活性化にもつながると確信いたしますが、市

長の御所見を伺います。 

 次に、イベント開催のための環境整備という

ことで、お伺いいたします。 

 ふれあい広場では、以前「かみのやま音楽祭 

湯ノ音」などが開催され、多くの方々がふれあ

い広場に集まりました。音楽祭は、２０１３年

に初めて開催され、初回は上山城前広場を使用

しておりましたが、周辺地域の音量の問題があ

り、２回目、３回目はこのふれあい広場を使用

しており、４回目に三友エンジニア体育文化セ

ンター運動場で開催されたのを最後に、開催中

止としております。 

 質問に当たりまして、当時の主催者に話を聞

いていただいたところ、当時は発電機を持ち込

むなどして開催していたが、電源設備などして

いただければ喜んで使わせていただきたいとの

話も伺っているところです。 

 そこで、さきに述べました夜間照明はもちろ

んでありますが、電気が使える電源を設置すれ

ば、多種にわたるイベント開催の一助になるも

のと考えます。ある程度の駐車量が確保できる

こと、併せて周辺部に民家等もないため、音量

に左右されず、市内中心部で開催が難しいイベ

ント開催の可能性も考えられますので、イベン

ト開催のための環境整備について市長の御所見

を伺います。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 １５番大沢芳朋議員の御質

問にお答えいたします。 

 花森湖公園のふれあい広場を活用した地域振

興策について申し上げます。 

 御質問にあったキャンプ利用やイベント開催

に必要な環境整備を行うには、多額の費用を要

することが見込まれることから、まずは地域や

関係者の意向及び利用者のニーズ調査を行いな

がら、どのような活用方法が考えられるか、調

査研究をしてまいります。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 最初に、市長、最近

花森湖に行かれたのはいつ頃でしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 はっきりとは記憶にありま

せんけれども、道路が崩れたといいましょうか、

そういうときに現場に見に行きました。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 現場を見たことがあ

るということで、話を進めさせていただきたい

と思いますけれども、地域や関係者の意向及び

利用者のニーズを調査し、どのような活用法が

考えられるかということで、調査研究をしてま

いりますということでございますが、今現在、

花森湖でキャンプをしている人は若干私も目に

しておりますが、利用者のニーズ調査を行うと
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いうことでございますが、どのようにして行う

のかということで、１点伺います。 

○長澤長右衛門議長 農林夢づくり課長。 

○漆山 徹農林夢づくり課長 利用者のニーズ

調査といたしまして考えていますのは、まず地

域の方々がどのぐらい利用されるか、利用され

る意向があるかというものが１つ考えられます。 

 あともう一つは、やはり議員おっしゃいます

ように近年のキャンプブームというものから、

全国的なブームというものでどの程度の利用者

が見込まれるか、それから現在あるキャンプ場

の利用状況なども調査しながら、今後の動向に

ついては検討してまいりたいと考えております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 質問に当たりまして、

本市には蔵王坊平にキャンプ場があるわけでご

ざいますが、これを調べさせていただいたとこ

ろ、令和元年度、延べ人数約４，０００人、令

和３年度、１０月までですけれども８，１００

人ということで、まず間違いなくキャンプブー

ムというのは続いていると。まして坊平にして

もより多くの方が来ているということでござい

ますので、私がいろいろ調べたところですけれ

ども、この場所は土地改良区の土地でございま

すので、土地改良区にも話を聞きに行きました。

キャンプをするにはいいんじゃないかというよ

うな話も聞いております。 

 また、キャンプ愛好者で、花森湖に行ったこ

とがないという方でしたけれども、私、連れて

行きました。非常にキャンプには適していると

いうような御回答もいただいております。 

 また、今回質問に当たりまして、地元紙の新

聞記者の方も行かれたそうでございます。もう

本当に適しているんじゃないでしょうかという

ことも言っていただきました。 

 地域の方々が「キャンプ場は嫌だよ」という

ようなことがあれば、キャンプ場としての活用

はなかなか難しいのかなということもあります

けれども、まずもって最初の答えで設備投資が

かかるというようなお話でしたけれども、私的

に試算してみたところ、照明灯、街灯ですね、

それはやり方にもよりますけれども、あとは雨

よけ、そして蛇口を増やすということで、下手

をすれば１，０００万円近くなるのかなという

認識もございます。そこまでかかるか分かりま

せんよ、これはやりようですから、そういった

ことを考えて整備をしていただけないかという

ことなんです。 

 また、質問の中でも発言しておりますが、要

するに草刈り等ですね、あそこのメンテナンス、

これを宮生地区会長会からも、大分高齢化して

きているということで市のほうに相談が来てい

るというふうに聞いておりますので、その辺は

どのようにお考えなのか、御答弁願いたいと思

います。 

○長澤長右衛門議長 農林夢づくり課長。 

○漆山 徹農林夢づくり課長 現在、こちらの

ふれあい広場の維持管理につきましては、上山

市、土地改良区、宮生地区会長会の３者におき

まして維持管理の協定を結ばせていただきまし

て、管理を宮生地区の会長会にお願いをしてい

る状況でございます。 

 近年、宮生地区会のほうからは、やはり管理

がなかなか大変になってきたということでお話

も伺っております。そういった中で、今後この

管理体制をそのまま続けていくのか、また市の

ほうで管理していくのか、そういったことも踏

まえて、３者間で再度この維持管理をどうして

いくかということを今年度中に話をしまして、

令和４年からどのような管理をしていくかとい
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うところを協議してまいりたいというふうに考

えております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 師走に入り、寒くも

なりましたので、ぜひ来年の４月いっぱいぐら

いまでそのような対応を検討していただき、あ

そこをきれいにしていただければ、利活用方法

もたくさんありますので、そこら辺はよろしく

お願いしたいなというふうに思います。 

 最初の答弁の中で、どのような活用方法が考

えられるのかということがありますが、今以上

に広場の利活用を市として進めていく意向があ

るという理解でよろしいんでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 農林夢づくり課長。 

○漆山 徹農林夢づくり課長 維持管理も含め

まして３者協議をしていくということで先ほど

答弁させていただきましたが、今後の利活用に

つきましても、併せて地域の意向ですとか、土

地改良区の考え方、そういった関係者の、また

県のほうに利用可能かという部分での確認等を

しながら、今後の活用については調査をしてい

きたいというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 花森湖、ふれあい広

場を含めて公園のほうですけれども、私もいろ

いろ調べたところ、財産処分できるようになる

まではあと３年ぐらいかかると。要するに補助

金をもらっているから、そう簡単にキャンプ場

にするとかそういうことはできないという話も

聞いております。３年かかるわけでございます

が、３年後にはぜひキャンプ場にしていただけ

ないかということもございます。これは私の意

向ですけれども、上山市には前川ダムというと

ころがございます。あそこは県が管理している

ところでございますが、あそこですとヘラブナ

釣りのメッカであって、ブラックバス釣りとか

そういったことについて、ダム管理課に電話し

て聞いたところ、自由開放していると。「釣り

なんかをさせて、事故なんか起きたらどうする

んですか」というようなお話をしたところ、

「自由開放ですから、一切責任は取りません」

というような回答をいただきました。 

 生居川ダムでございますが、あそこもブラッ

クバスがいっぱいいて、それも土地改良区とい

ろいろお話をして、今は立入禁止ということに

なっておりますが、駆除目的とかそういった目

的で釣り大会なんかできないかということを話

したところ、ニュアンス的には悪い返事ではな

くて、あそこを一体的にいろいろ整備していた

だければ、釣りやキャンプなど、にぎわい創出

につながると私は確信しております。 

 また、質問に当たりまして、キャンプ場にし

た場合、ある精肉屋さん、上山市に精肉屋さん

は３軒ございますが、「３，０００円分の肉を

４時まで現地に配達してほしいという電話が来

たら、配達に行きますか」と。そしたら「喜ん

で配達に行きます」というような答えも返って

きております。 

 維持管理等、今から地域の方々と話をしてい

くということでございますが、市長がよく以前

ですと「ないものねだりはしない」というよう

な言葉をいろんな場で、御挨拶の中でそういう

話を二、三年前にしていたような記憶がござい

ます。やっぱりあるものを利活用するのも非常

に大切なことだというふうに思っております。

私は地域振興の一助になるものと思っての質問

でございますが、そこら辺は市長、どのように

お考えでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 花森湖周辺の整備、そして
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振興策でございますけれども、今、議員が質問

した中で、投資額といいましょうか、整備額と

いいましょうか、そちらについても調査してお

りまして、それで多額という言葉を使わせてい

ただきましたが、要するにあの場所がこれから

今議員がおっしゃられたような利活用の場とし

て適しているのかとか、あるいは先ほどお話が

ありましたようにニーズがあるのかどうかとい

うことをやはり調査していかないと、ただ整備

しただけで終わってしまうようではこれは何も

ならないわけでございますので、その辺は慎重

に整備あるいは振興策を考える必要があるとい

うように考えているところであります。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 分かりました。 

 いろいろそういった、ちょっと手を加えれば

いろんなことができるような資源も上山市には

いっぱいあると思います。ぜひそこら辺も考え

ていただいて、進めていっていただければなと

いうふうに思っているところでございます。 

 答弁としては調査研究をしてまいりますとい

うようなお話ですので、全くやりませんという

ような答えではないので、非常に期待している

ところでございますので、ぜひ３年後はキャン

プ場にしていただけるように、これは一つお願

いということで、また、さっき市長が多額の費

用ということでございますが、今現状の場所の

蛇口が２か所あるんですが、それもお金はかか

ることですが、まずそこに雨よけでも造ってい

ただければ、また利用する方も増えると思いま

すので、その辺はぜひ来春まで考えていただけ

ればなというふうに思います。 

 最後になりますけれども、ちょっと私の思い

といいましょうか、花森湖は風光明媚なダムで

すけれども、現在も残念ながらあのダムを一周

することができないということでございます。

私道ではありますが、ワラボウ線と反対側の農

道の区間、約６００メートルぐらいを整備すれ

ば、ダム湖を一周することができます。ダム管

理上にも、花森湖公園の有効活用にもつながる

と思っておりますし、歩けば４．５キロぐらい

の周遊コースにもつながります。健康ウォーキ

ングもできるような、そういった道路も可能か

と思います。ぜひ土地改良区、地元の方々と御

協議をしていただきたいという希望をお伝えし

て、私の今回の一般質問を終わらせたいと思い

ます。ぜひよろしくお願い申し上げます。 

○長澤長右衛門議長 次に、１２番枝松直樹議

員。 

〔１２番 枝松直樹議員 登壇〕 

○１２番 枝松直樹議員 １２番枝松直樹であ

ります。 

 今回は子どもの貧困対策と子どもの基礎学力

向上支援策についてお伺いをいたします。 

 日本の子どもの約７人に１人が貧困状態、独

り親家庭の場合はさらに深刻で、約２人に１人

が貧困状態にあると言われております。 

 国では、平成２６年１月に「子どもの貧困対

策の推進に関する法律」を施行、令和元年６月

に改正された同法第９条では「市町村は子ども

の貧困対策についての計画を定めるよう努める

ものとする」とされました。 

 山形県では、平成３０年８月に「山形県子ど

もの生活実態調査」を実施し、全県的な子ども

の生活実態、子どもの貧困に関する実態調査を

行いました。この調査結果については、県内市

町村へデータの提供がなされていると聞いてお

ります。 

 令和元年１０年には、「山形県ひとり親家庭

実態調査」を実施し、この調査結果も踏まえて、
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令和３年３月に「第二次山形県子どもの貧困対

策推進計画」と「第四次山形県ひとり親家庭自

立促進計画」を策定いたしました。計画期間は、

今年、令和３年度から令和７年度までの５年間

であります。 

 本市では、令和２年３月にそれまでの「上山

市子ども・子育て支援事業計画」と「上山市母

子保健計画」を統合した「かみのやま子育て応

援プラン」を策定いたしました。計画期間は、

令和２年から令和６年までであります。 

 市町村の貧困対策計画策定は、努力義務とい

うこともあってか、内閣府の資料では令和３年

６月３０日現在、県内市町村では山形市ほか７

つの市町のみが計画を策定しています。いずれ

の市町も既存の子ども・子育て支援事業計画の

中に貧困対策計画を位置づけて、追加したもの

となっております。ただ、この中で山形市が令

和２年に策定した「山形市子どもの貧困対策に

係る計画」は、他市町に比べ具体的項目が多く、

かつ目標値も設定されているなど、計画の実効

性を担保する内容となっています。この後の質

問内容である相談窓口や学習支援も網羅されて

おり、本市においてもこのような計画策定を望

むものであります。 

 さて、このほど国では「こども庁」の創設に

向けて、政府の有識者会議が報告書の骨子案を

まとめました。今後の子ども政策の基本理念と

して、子どもや子育てをする当事者の視点に立

った政策立案を行い、制度や組織の縦割りを克

服して、切れ目なく包括的な支援を行うとし、

今後取り組むべき具体的な施策の中には子ども

の貧困やヤングケアラー対策も取り入れられて

おります。 

 ＳＤＧｓのスローガンである「誰一人取り残

さない」というキャッチコピーが、政府を含め

て様々な場で盛んに登場するようになりました

が、それを体現するような貧困対策計画を望む

ものであります。私としては、１クラスに１人

か２人いるとされているヤングケアラーへの支

援、また正確な実態が把握されていない小・中

学校の義務教育未修了者など、貧困と密接に関

わる支援も含めて計画を策定すべきと考えます

が、上山市としては貧困対策計画を策定するの

かしないのか、策定するとしたらいつどのよう

な計画を策定するのか、市長の御所見を伺いま

す。 

 次に、包括的相談支援体制の整備について伺

います。 

 包括的という意味は、相談者の属性を問わな

いという意味ですし、相談窓口としてはワンス

トップ型が望まれます。貧困といっても、複数

の要因が重なり合って貧困状態に陥っているこ

とが多々あります。ですから、子どもの家庭の

状況に合わせて支援をコーディネートすること

が求められるということです。 

 盛岡市では、令和元年に社会福祉協議会に多

分野の専門家によるワンストップの相談機関

「まるごとよりそいネットワークもりおか」を

設立しました。家庭のあらゆる困り事に１つの

相談窓口で対応するということであります。 

 窓口を１つに統一したことで、複合的な問題

を抱えるケースや、これまで受皿が見つかりに

くかったひきこもりのケースなどに幅広く対応

できるようになったということであります。 

 本市では、子ども子育て課内に子ども家庭総

合支援拠点を設置しています。家庭児童相談員

も配置されており、現実的にはここを拠点にし

て包括的相談支援体制を整備すべきものと考え

ております。そして、寄せられた相談に対して

は、多分野の専門家で構成される（仮称）相談
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支援ネットワーク会議の中で解決方法を話し合

うことが有効と考えます。ネットワーク会議の

構成は、社会福祉協議会の相談支援員、地域包

括支援センター、福祉課のケースワーカー、家

庭児童相談員、保健師、学校教育課などが想定

されます。 

 一方で、子どもがＳＯＳを発したときに、周

囲が気づくことが支援の第一歩であるというこ

とからすれば、子どもと直接関わっている学校

の教員やカウンセラー、支援員など各種スタッ

フとの連携・調整が欠かせないことは言うまで

もありません。 

 本市としてはどのような相談体制を整備する

方針なのか、市長の御所見を伺います。 

 次に、子どもの基礎学力向上支援策について

伺います。 

 昔から「読み書きそろばん」というように、

基礎学力は通常の社会生活を送る上で必須とさ

れております。しかし、授業についていけない

子ども、不登校で学校から遠ざかっていった子

どもなど、基礎学力が十分に身についていない

子どもが少なからずいることから、これにしっ

かり向き合って、学習支援をしていくことが必

要だと感じています。 

 特に世帯の所得と子どもの学力には明確な比

例関係があることが、数々の調査研究から明ら

かになっています。 

 平成２９年３月に出された内閣府の「子ども

の貧困に関する新たな指標の開発に向けた調査

研究報告書」の中では、次のように分析してい

ます。「低所得世帯の子どもは、家庭学習時間

がほとんどなく、学力に課題を抱えており、将

来展望を描きにくいことから、学習意欲が低い

とされている。このように、生活保護世帯をは

じめとした低所得世帯の子どもは、学力だけで

なく意欲の面でも課題を抱えていると言える」

と指摘されております。 

 また、全国夜間中学校研究会の独自調査では、

全国の義務教育未修了者数は百数十万人と推定

されています。不登校などの理由から中学に通

わなかったけれど卒業はしたという形式卒業者

の数が１００万人を超えているというのであり

ます。 

 私は、貧困の連鎖を断ち切るためにも、基礎

学力を上げる手だてを講じなければならないと

考えています。 

 全国では様々な取組がなされています。土日

を利用した学習支援（補習塾）、放課後の支援、

学校内での支援、学校外の施設を利用するもの、

個人宅への支援員の派遣。運営形態別では、Ｎ

ＰＯ法人への委託、公設でボランティアの活用

など。対象者も生活保護家庭の子ども、独り親

の子どもに限定したものなど、多様な取組が行

われております。 

 山形県では、ＮＰＯ法人山形県ひとり親家庭

福祉会が県内１７か所の会場で低所得世帯の貧

困の連鎖を断つために無料の学習支援事業を展

開しています。 

 村山市では、独り親及び就学援助を受けてい

る家庭の子どもを対象に、市内２か所で土日の

うち１回３時間程度の学習支援が行われていま

す。窓口は学校教育課であります。 

 私は、貧困家庭や独り親家庭に限定すること

なく、学校の授業の理解に時間がかかる子ども

を対象にした学習支援が必要と考えます。そこ

で、私は熱意と様々な工夫によって以下のよう

な学習支援ができないか伺います。 

 １つ、放課後子ども教室での取組であります。 

 現在、上山小学校では「かみのやま寺子屋」、

南小学校では「けやきっず」が開催されていま
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す。体験活動も大事ですが、学習支援の枠を増

やせないかと考えています。物理的、スタッフ

の制約はあろうとは思いますが、放課後子ども

教室を利用しての学習支援充実について、教育

長の御所見を伺います。 

 次に、コミュニティ・スクールでの取組であ

ります。 

 来年度から南小学校がコミュニティ・スクー

ル、いわゆる学校運営協議会制度を導入すると

伺っています。コミュニティ・スクールは、学

校を核として地域住民等の参画や地域の特色を

生かした授業等を展開することで、まち全体で

地域の将来を担う子どもたちを育成するという

もので、文部科学省の掛け声により全国で急速

に拡大しております。この構想の中の「地域と

学校の連携・協働体制構築事業」には、地域で

の学習支援も含まれておりますし、私は地域住

民の力を借りることでの学習支援ができないも

のかと考えております。コミュニティ・スクー

ルの可能性に期待するものでありますが、教育

長の御所見を伺います。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 １２番枝松直樹議員の御質

問にお答えいたします。 

 初めに、子どもの貧困対策推進計画の策定に

ついて申し上げます。 

 本市といたしましても、子どもの貧困は重要

な課題として捉えており、ヤングケアラーへの

支援策を含めた実効性のある計画を作成するた

め、家庭の実態調査を行い、かみのやま子育て

応援プランに統合する方式で、令和４年度以降

に策定作業を進めてまいります。 

 次に、包括的相談支援体制の整備について申

し上げます。 

 子どもの貧困対策をはじめ、子どもと家庭の

諸問題に係る包括的相談支援体制については、

子ども子育て課が子ども家庭総合支援拠点とし

て、関係団体で組織する要保護児童対策地域協

議会を中心に情報を共有し、対応しております。 

 今後さらに連携を強化してまいりますので、

新たな相談体制を整備する考えは持っておりま

せん。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

〔横戸 隆教育長 登壇〕 

○横戸 隆教育長 １２番枝松直樹議員の御質

問にお答えいたします。 

 初めに、放課後子ども教室での取組について

申し上げます。 

 地域の方々からの御支援を受けながら実施し

ている多様なプログラムは、子どもたちの豊か

な人間性を育むためにいずれも重要と考えてお

ります。 

 また、参加希望者が多い中で学習支援の枠を

増やすことは、体験交流や運動体験を希望する

児童の参加機会の大幅な減少となるため、プロ

グラムの枠については現状のとおりと考えてお

ります。 

 次に、コミュニティ・スクールでの取組につ

いて申し上げます。 

 コミュニティ・スクールの導入により、地域

と学校が協力して学校運営に積極的に取り組む

ことが可能となり、「地域とともにある学校

へ」のさらなる転換を図るものと期待されます。 

 その中で、学力向上支援が取り上げられるこ

とも考えられ、具体的な活動になるよう、教育

委員会としても地域と学校の連携・協働体制の

強化について働きかけてまいります。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 最初に貧困対策計画
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の策定についてでありますが、最近「親ガチ

ャ」という言葉をよく耳にいたします。子ども

は親を選べない、どんな家庭環境に生まれるか

は運任せだと、こういう意味でありますが、親

の貧困や虐待、家族や兄弟の介護を強いられる

ヤングケアラーが、子どもが背負うにはあまり

にも大きな負担になっております。人間形成の

大事な時期である子ども時代を大きな困難な状

況の中で過ごすことが、その後の子どもの人生

の選択肢を狭め、ひいては社会にとっての損失

につながるとも言われております。 

 日本財団、子どもの貧困対策チームの試算で

は、我が国が何も対策を講じなければ、いずれ

国家が被る社会的損失は最大四十数兆円にまで

膨らむと試算しております。この考え方からす

れば、貧困対策は本市の経済にプラスに作用す

るということになります。 

 国は、来年度からヤングケアラーの支援策と

してモデル事業を始め、３年間かけて集中的に

支援する方針と聞いております。 

 また、義務教育形式卒業者、この方々に対し

ても、今後５年間で全ての都道府県、政令都市

に夜間中学を少なくとも１校は設置するとして

おります。 

 こういうことから、誰一人取り残さないとい

う観点をしっかり持って、支援計画の策定に当

たっていただきたいなと思っておりますが、先

ほどの市長の答弁では来年度以降策定作業をす

るんだけれども、その前段に実態調査を行うと

いうような言葉がございましたので、どのよう

な形で家庭の実態調査というのをおやりになる

のか、お伺いします。 

○長澤長右衛門議長 子ども子育て課長。 

○齋藤智子子ども子育て課長 実態調査につい

ては、実施したいという気持ちは持っておりま

すが、どの学年、どの年齢などを対象にして行

うか、またどのような形で調査を行うか、これ

らの調査の形についても今後の検討課題と考え

ております。他市で実施しているところもござ

いますので、十分に参考にしながら、本市とし

てどのような調査をしていくかはこれからの検

討でございます。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 これから細かいとこ

ろを詰めていかれるということでありますので、

そこは十分にお願いしたいんですが、ただ、昨

今、計画づくりがもう役所の仕事のようになっ

ている面が、マイナスの評価をすればそういう

部分もなきにしもあらずかなと思います。いろ

んな課で計画づくり、私もこんな質問をして、

計画をつくれと言いながら職員に負担を強いて

いると思えばちょっと心苦しいところもあるん

ですけれども、ぜひ、現場の職員も大変くたび

れているようですから、人員増も含めて負担の

ない形の中で、しかししっかりと誰一人取り残

さないというスタンスを堅持しながら、ぜひ策

定に当たっていただきたいなと思っております。 

 あと、相談窓口でありますけれども、昨日、

おとといですかね、偶然テレビを見ておりまし

たら滋賀県大津市のＮＰＯ法人の活動が紹介さ

れておりました。そこのホームページを見まし

たら、このように書いてあります。「福祉や教

育を中心に、専門機関や専門家による相談支援

がある程度整ってきましたが、これらの専門機

関の多くは行政や制度の壁によって課題別の対

応を行うため、複合的な問題を抱える子どもや

制度のはざまで対応が難しい子どもは、あちこ

ちの専門機関をたらい回しにされる状況を生み

出している」と。また、「子どもの支援は年齢

によって区切られやすく、課題が解決しないま
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ま、問題の先送りをしたまま社会に放り出され

る子どもも決して少なくありません」というよ

うにホームページに書いてありまして、ここで

は深夜にオンラインサロンというのを開いてい

るんですね。夜中にスマホを使って、学校や家

でつらい経験をした眠れない子どもたちと、相

談員であるお兄さんお姉さんが、おしゃべりオ

ンラインということをやっているという支援な

んですが、これではっとしたのは、やはりなか

なか役所に来て相談したりすることがハードル

が高い、あるいは学校の教員に対しても極めて

相談する率が少ないんですね。 

 ですから、ＳＮＳということが相談窓口にあ

るのとないのとでは大分違うような気がいたし

ました。ぜひＳＮＳを活用した相談窓口という

のもあってしかるべきかなと思いますが、これ

についてはいかがでしょうか。私は新しく窓口

をつくれとは先ほどの質問でも言ってはいない

んですね。今の子ども子育て課にある支援拠点

をもっと充実してくれと言っているわけであり

ますから、そこにＳＮＳということも一つの手

段として、手法として、取り入れていただけれ

ばと思いますが、いかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 子ども子育て課長。 

○齋藤智子子ども子育て課長 議員おっしゃる

ように、子ども子育て課内に子ども家庭総合支

援拠点がございますので、このネットワークな

どを生かして相談支援体制を固めていきたいと

思っております。 

 今おっしゃられたＳＮＳの活用でございます

が、今後行います実態調査、これは家庭と子ど

もに対する調査を行いたいと考えておりますの

で、そういった調査の中でＳＮＳ、子どもたち

がどの場所で自分の悩みなどを聞いてもらいた

いかというようなニーズなども把握しながら、

それに対応する支援策を考えてまいりたいと考

えております。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 児童扶養手当の受給

者は毎年８月に現況届をするかと思いますが、

その期間に集中的に相談体制を、人を投下しな

がら集中相談期間として位置づけることなども

有効かと思いますので、ぜひ御検討をお願いし

たいと思います。 

 次に学習支援でございますが、教育長はセー

ラー服を着た歌人、鳥居さんという方を聞いた

ことがないですかね。この鳥居さん、下の名前

は伏せてあるんですね。セーラー服の歌人・鳥

居といいまして、「キリンの子」という歌集、

短歌です、かなりの部数が売れたそうでござい

ますが、この鳥居さんも卒業の壁に苦しんだ人

でございまして、小学校にもまともに通えなか

ったんですね。漢字が絵のように見えたと彼女

は言っています。その後、いろいろなところで

勉強して、短歌をつくるまでになったんですが、

このような短歌を彼女は詠んでいます。「慰め

に「勉強など」と人は言う その勉強がしたか

ったのです」。 

 やっぱり学習支援の必要性について教育長の

考え方をちょっと、先ほどの答弁はあまり教育

長御自身の考え方が出ているとも思えなかった

ので、改めて学習支援の重要性について伺いま

す。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 私の高校教員の経験です。

ある学校で、これは定時制課程、通信制課程を

置いている学校でございました、そこにはそれ

ぞれの状況、心の問題とかを抱えた子ども、そ

れから様々な環境に置かれている子どもたちが

学び直しの場として来ている姿を見ました。そ
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して、基本的にそういった子どもの姿を見てい

たときに、何かを知りたい、自分は成長したい

という思いを全ての子どもが持っていました。

逆に言いますと、能力の高いというんでしょう

か、そういった子どもだけでなく、山形県に学

ぶ、あるいは上山市に学んでいる多様な子ども

に学びの場を保障し、そういった知りたい気持

ちに寄り添った指導をしていくことが重要と考

えているところでございます。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 そのような教育長の

お考えを、ぜひ現場で生かしていただくことを

御期待申し上げます。 

 質問の中で、山形県ひとり親家庭福祉会が県

内１７か所で低所得世帯の貧困の連鎖を断つた

めに学習支援をしているということなんですが、

私は電話して聞いてみました、その担当の方に。

そうしたら、市町村が手を挙げて、委託料さえ

払ってくれればどこでもやると言うんですね。

ですから、そういう場があるということですか

ら、委託料の額といっても大した額じゃないん

です。そんなびっくりするような額じゃござい

ませんし、ぜひこれは御検討をいただきたいな

と思っています。 

 それから、天童市の子育て支援課にも電話し

てみました。平成２９年から毎週土曜日に教室

を開催しております。年間５０回ほど開催する

んですが、年間の利用者数は約６００人という

ようなことでございました。教えるスタッフは、

山大の学生が中心になっているようです。 

 それから、村山市ではホームページにこんな

ふうに書いてありました。ちょっと読ませてい

ただきますと、「勉強がしたくても、家庭の事

情で塾に通えなかったり、宿題を見てくれる大

人がいない環境にいる子どもたちの未来を一緒

に応援してくれる学習支援員を募集していま

す」と。学習支援員ですね。「学習支援を通し

て、人に教える能力、子どもたちの悩みを聞き、

一緒に解決していく能力など、自分自身も成長

できます。ぜひ一歩踏み出しましょう」という

ことで、市民に呼びかけをしています。 

 あと、大分県豊後高田市では、「学びの２１

世紀塾」という市営の塾をやっているんですね。

これは貧困とはまた別です。教育こそがまちの

これからの一番の力になると、そういう考え方

が、哲学があるようでありました。 

 全国で多様な展開がされておりますので、ぜ

ひ教育長もよろしくそこら辺は情報収集しなが

ら努めていただきたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 次に、４番守岡等議員。 

〔４番 守岡 等議員 登壇〕 

○４番 守岡 等議員 議席番号４番、守岡等

です。 

 私は、まず聴覚障がい者等の電話リレーサー

ビスの普及について御質問いたします。 

 まず、市民及び関係機関における制度の周知

についてです。 

 毎年１２月３日から９日は「障害者週間」と

定められています。まさに本日は、この障害者

週間の真っただ中にあります。今回は、聴覚障

がい者等の電話リレーサービスの問題を取り上

げ、障がい者施策の向上に寄与したいと考えて

います。 

 ２０２０年６月に「聴覚障害者等による電話

の利用の円滑化に関する法律」が国会で成立し、

２０２１年７月より電話リレーサービスが公共

インフラとして開始され、聴覚障がい者が電話

を使い、遠方にいる人とコミュニケーションを

取ることができるようになりました。 

 電話リレーサービスとは、聴覚や発話に困難
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がある人と一般の人を、通訳オペレーターが手

話、文字と音声を通訳することにより、２４時

間３６５日電話で双方向につなぐというサービ

スです。あらかじめ登録したパソコンやスマー

トフォンから専用アプリを立ち上げると、サー

ビスセンターのオペレーターにつながります。

画面越しに手話や文字チャットで話したいこと

を伝えると、それを理解した通訳オペレーター

が電話の相手先に口頭で伝達します。逆に相手

先の発言内容については、通訳オペレーターが

手話や文字チャットを使い、聴覚障がい者や発

話困難者に伝えるというものです。通訳オペレ

ーターを間に挟むことによって、これまで難し

かった聴覚障がい者等のリアルタイムなやり取

りが実現しました。 

 この電話リレーサービスは、緊急通報、仕事

のやり取り、病院への連絡、家族や知人との会

話など、様々な場面で活用が図られるというこ

とです。 

 熊本地震のときに手話通訳の支援に入った人

は、地震の恐怖におびえる７０代、８０代の聴

覚障がい者が、初めて使用した電話リレーサー

ビスから伝わってくる兄弟や親戚の励ましにど

れほど元気をもらったことか、大変感激したと

話しています。 

 まさに電話リレーサービスは、聴覚障がい者

等の生活を変え、社会参加を広げていく契機と

なるものだと考えます。 

 しかし、このサービスは、聴覚障がい者など

当事者はもちろんのこと、周囲の多くの市民が

知らなければ、利用・普及は図られません。モ

デル事業の段階では、聴覚障がい者が実際にこ

のサービスを利用しようとして困ったこととし

て、「電話リレーサービスを使って電話をかけ

たが、知らない番号なので電話に出てもらえな

かった」「電話を取っても、『日本財団って何。

サービスは知らない』と電話を切られたことも

あった」という事例を挙げています。 

 電話リレーサービスの内容を多くの市民に知

ってもらい、このサービスを使った電話が来た

ときには快く対応する環境をつくることが大切

です。 

 また、行政機関については総務省から通知が

出されていますが、社会福祉協議会、医療機関、

学校、放課後児童クラブ、葬祭場など、様々な

関係機関における制度の周知が必要です。 

 電話リレーサービスの市民及び関係機関にお

ける制度の周知を提案します。市長の御所見を

お示しください。 

 次に、スマートフォン等通信機器を日常生活

用具給付等事業の対象にすることについてです。 

 聴覚障がい者には、仕事に就くことができず

に、収入が極めて少ない方が多数います。東京

都の調査では、仕事をしていないと回答した聴

覚障がい者は７１．６％、年収が２００万円未

満と回答した人が５５．３％となっています。

収入が少なく、パソコンやスマートフォンなど

の通信機器購入が困難な方が多いことから、通

信機器の購入支援が必要になっています。 

 この面では、障害者総合支援法に基づく地域

生活支援事業の中で、日常生活用具給付等事業

が実施され、障害者の日常生活上の便宜を図る

用具についての支援制度があります。この事業

の対象要件として、①障がい者等が安全かつ容

易に使用できるもので、実用性が認められるも

の、②障がい者等の日常生活上の困難を改善し、

自立を支援し、かつ社会参加を促進すると認め

られるもの、③用具の製作、改良または開発に

当たって、障がいに関する専門的な知識や技術

を要するもので、日常生活品として一般に普及
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していないものといったことが挙げられていま

すが、具体的な品目は市町村で定めることにな

っています。まさに聴覚障がい者の日常生活上

の困難の改善、自立支援、専門的な知識、技術

という面で、スマートフォンなどの通信機器は

これにふさわしいものだと考えます。 

 電話リレーサービスのモデルプロジェクトを

実施している日本財団は、空港などを中心に全

国６か所に公衆電話のような電話リレーサービ

スの拠点づくりを行っています。将来的には、

公衆電話のように公共の場に専用の端末が置か

れる環境が望ましいのですが、現状の到達点で

はやはり個人のスマートフォン使用に頼らざる

を得ません。 

 今、電話リレーサービスという聴覚障がい者

にとって画期的なサービスが開始されましたが、

所得の少ない方でも安心してこのサービスが利

用できるように、スマートフォン等通信機器を

日常生活用具給付等事業の対象にすることを提

案します。市長の御所見をお示しください。 

 次に、大きな２番目として、加齢性難聴者へ

の支援についてです。 

 １番目が補聴器購入補助制度の創設です。 

 年齢を重ねるにつれ耳が聞こえにくくなる加

齢性難聴は、６５歳以上で約４５％、８０歳以

上で約８０％に上ると言われています。 

 本市における介護認定に関わる聴力調査の結

果においても、「普通に聞こえる」は４８．

４％、「やっと聞こえる」が３２．６％、「大声

で聞こえる」が１７．０％、「ほとんど聞こえ

ない」が１．３％と、半数近い方が難聴傾向を

示しています。 

 加齢性難聴は、生活の質を低下させ、鬱病や

認知症の危険因子になることが医学的に示され

ています。厚生労働省の新オレンジプランでも、

難聴が認知症の危険因子の一つとして挙げられ

ています。 

 難聴を改善し、社会参加など生活の質を高め

る手段の一つとして、補聴器の使用があります。

高齢者にとって、補聴器は社会参加を図る上で

の必需品となっています。また、日本耳鼻咽喉

科学会では、加齢による聴力低下があっても、

早期のうちに補聴器を使用することで聞こえを

取り戻すことは可能だとし、軽度の状態におけ

る補聴器使用の予防効果も示しています。 

 しかし、日本において補聴器を使用している

人は難聴者の１４．４％にすぎないことが補聴

器工業会の調査で示されています。これは欧米

の半分以下の数字であり、耳が聞こえないため

に社会参加が制限されるのは基本的人権の侵害

と捉える欧米と、加齢に伴う難聴は仕方のない

ことなんだと諦める日本の文化の相違とも考え

られます。 

 なぜ日本において補聴器の使用率が低いのか

という点では、欧米との文化背景の違いだけで

なく、経済的負担が大きいという問題もありま

す。補聴器の価格は、形状や性能によって様々

ですが、中には３０万円を超えるものもあり、

高齢の年金生活者にとっては大きな負担です。 

 現在、両耳聴力が７０デシベル以上など重い

難聴でなければ障がい認定を基にした補聴器購

入補助が受けられませんが、ＷＨО、世界保健

機関は４１デシベル以上の場合に補聴器の使用

を推奨しています。７０デシベルというのは相

当の重度で、４０センチの範囲内でしか聞き取

れない、耳元で大きな声で話さないと聞き取れ

ないというレベルです。そういう方だけが現行

の補助対象になっているわけですが、ＷＨОが

いう４１デシベルというのは、時々人の言うこ

とが聞き取れない、基本的には聞こえるが、か
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なり聞き取りづらくなっているというレベルで

す。ＷＨОは、こうした軽・中度からの補聴器

使用を推奨しているわけです。 

 本来、補聴器の支給など加齢性難聴の支援は

国が責任を持って行うべきものだと考えます。

障がい者に限定した支援ではなく、補聴器の医

療保険適用など医学的な側面からのアプローチ

が必要だと考えます。しかし、国の方針を待つ

だけでなく、自治体の責任で支援を行うところ

も増えています。購入補助だけでなく、現物支

給を行っている自治体もあります。本市におい

ても、広く高齢者の生活の質を高める視点から、

補聴器の購入補助制度を設け、加齢性難聴者へ

の支援を行うことを提案します。市長の御所見

をお示しください。 

 次に、エコーホールへのヒアリングループの

導入についてです。 

 補聴器を使用している人にとって、ホールや

会議室などの空間においては様々な方向から

様々な雑音が入り、音声を正しく聞き取ること

が困難だという指摘があります。そのために、

講演会や音楽会、演劇鑑賞などの文化行事に参

加したくてもできない状況にあります。 

 そんな難聴者の「聞こえ」を支援する設備と

して、ヒアリングループというものがあります。

これはマイクからの音声を磁気に変え、その磁

気を直接補聴器や専用受信機に伝えることで、

よりクリアな音声を聞くことが可能になるとい

うシステムです。 

 基本的な原理は、導線ワイヤーを施設内の床

などにはわせて、輪（ループ）になるように敷

設し、マイクから拾った音声をアンプで増幅し、

スピーカーを通さずにループ線で生じた磁界を

通して直接補聴器に届くようにするというもの

です。空間を通さない分、クリアな音声を聞く

ことができます。 

 国外はもちろんのこと、国内でも多くの公共

施設でヒアリングループが設置され、難聴者の

方々の社会参加を支援しています。最近では、

敷設型ではなく移動可能なものも貸し出されて

おり、様々な場所で活躍しています。また、窓

口対応として、卓上型ヒアリングループを使用

している自治体も増えています。 

 本市においても、難聴者の生活の質を向上さ

せるために、エコーホールへヒアリングループ

を導入することを提案します。教育長の御所見

をお示しください。 

 以上で質問とします。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員に対する答弁

の前に、この際、１０分間休憩いたします。 

    午前１０時３８分 休 憩 

                  

    午前１０時４８分 開 議 

○長澤長右衛門議長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 守岡等議員の質問に対する答弁を求めます。

市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 ４番守岡等議員の御質問に

お答えいたします。 

 初めに、市民及び関係機関における制度の周

知について申し上げます。 

 電話リレーサービスは、聴覚障がい者等の社

会参加の機会を広げ、自立を支援するものであ

り、多くの市民に認知されることが必要となり

ます。 

 これまで国、県及び市においてリーフレット

の配布やテレビＣＭ、ホームページ等で情報を

発信しており、聴覚や発話に困難がある方には

広く知られておりますが、引き続き制度の周知
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を図ってまいります。 

 次に、「スマートフォン等通信機器を日常生

活用具給付等事業の対象に」について申し上げ

ます。 

 対象となる用具は、国の基準により用具の要

件等が定められております。現在、一般に販売

されているスマートフォンは、要件を満たして

いないと判断し、対象としてはおりません。 

 次に、補聴器購入補助制度の創設について申

し上げます。 

 これまで軽・中度の加齢性難聴に対する補聴

器の活用に係る支援制度化等の判断材料とする

ために、国が認知症研究開発事業として「聴覚

障害の補正による認知機能低下の予防効果を検

証するための研究」を進めてきており、その結

果を踏まえた国の動向を注視する必要があると

考えることから、現時点において市独自の補助

制度を創設する考えは持っておりません。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

〔横戸 隆教育長 登壇〕 

○横戸 隆教育長 ４番守岡等議員の御質問に

お答えいたします。 

 エコーホールへのヒアリングループの導入に

ついて申し上げます。 

 御提案のシステムは、ホール座席に合わせた

配線工事が伴うほか、一部の補聴器類使用者し

か対応できないなど課題がありますので、エコ

ーホールでの需要や他のシステム活用など、今

後研究してまいります。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 まず、電話リレーサー

ビスについてですが、制度の周知については引

き続き行っていただくということで、よろしく

お願いしたいと思います。 

 それで、スマートフォンなど通信機器を日常

生活用具給付等の事業対象にということなんで

すが、先ほども示したとおり、このサービスが

聴覚障がい者にとって非常にありがたいサービ

スであると同時に、自立支援、社会参加にも非

常につながるんだということで、その辺の認識

は同じだと思いますけれども、果たしてこうし

たすばらしいサービスが全ての聴覚障がい者に

行き渡っているのかどうかという問題がありま

す。先ほど経済的な問題もちょっと指摘しまし

たが、そこでお尋ねしたいのは、本市における

聴覚障がい者のスマートフォン普及率がどれぐ

らいになっているかということと、あと画面を

通したコミュニケーションということで、手話

などがはっきり分かるようにやっぱりタブレッ

トのほうが望ましいと思うんですけれども、タ

ブレットの保有率もどれぐらいになっているの

か、お示しいただきたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 福祉課長。 

○鏡 裕一福祉課長 上山市内の聴覚障がい者

については、約１３０名の方がいらっしゃいま

す。スマートフォンをお持ちの方の正確な把握

というのはしておりませんが、窓口に来られて

いる多くの方がスマートフォンはお持ちです。 

 タブレットについては、把握はしておりませ

ん。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 ぜひこの辺の一人ひと

りの状況を調査していただいて、もしお持ちで

なければ、どうしてなのかということも含めて

調査して、対応をお願いしたいと思うんですが、

スマートフォンやタブレットなどの通信機器を

日常生活用具給付等事業の対象にしていただき

たいわけですけれども、国の基準で言う「日常

生活品として一般的に普及していないもの」と

いう基準がやっぱりこれを妨げているんだと思
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います。しかし、総務省の２０１９年の調査に

よると、スマートフォンは、大体、今、世帯保

有率が８０％ということなんですけれども、タ

ブレットは３７％にすぎないということで、や

はり聴覚障がい者にとって一番便利なタブレッ

トは決して日常生活品として一般的なものには

なっていないと思うんですね。だから、タブレ

ットに関しては日常生活用具給付等事業の対象

にしてもいいのではないかと考えますが、いか

がでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 福祉課長。 

○鏡 裕一福祉課長 タブレット等については、

その機種が障がいの特性とか、技術によって開

発、改良されたものであるのかどうか、あとそ

の用途が障がい者が簡単に使用できて、自立に

即するものであるかを改めて個別に判断して、

対応すべきものと考えております。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 その個別の判断という

ことで、裁量権は市町村にあるわけですね。そ

れで、実際調べたところ、全国３４の自治体で

パソコンやスマートフォン、タブレットを給付

事業の対象にしているそうなんです。だから、

決してこれは不可能ではないということで、本

当に本市でもそれをやろうと思えばできる事業

だと思いますので、よろしくお願いしたいと思

います。 

 次に、補聴器の購入補助についてです。 

 今、国の動向を踏まえてということなんです

けれども、私たちの２０２１年、今年の７月の

調査によりますと、補聴器の購入の助成制度を

実施している自治体は全国で３５市区町村に及

んでいまして、その後も増えているようです。

助成額が一番高い自治体は、新潟県刈羽村の１

０万円、次いで同じ新潟県の三条市、見附市、

あと東京都千代田区で５万円の補助をしており

ます。また、東京都新宿区、江東区、北海道の

北見市、宇都宮市では、補聴器の現物支給も行

われているそうです。 

 新潟県内で助成自治体が多くなっていますけ

れども、その背景には日本耳鼻咽喉科学会新潟

県地方部会が２０１９年から認知症予防対策と

して補聴器購入助成制度の創設を県や市町村に

呼びかけてきたという、こういう背景があるよ

うです。 

 これまでは難聴対策、あるいは補聴器購入助

成制度というのは福祉サイドからのアプローチ

がほとんどだったと思うんですけれども、こう

した認知症予防という、いわゆる医学的、保健

的なサイドからの検討がやっぱり必要になって

くるのではないかということなんですね。今後

こうした認知症予防の観点から難聴対策が必要

だという点ではどのような認識をお持ちか、こ

の辺をお答えいただきたいんですが。 

○長澤長右衛門議長 健康推進課長。 

○鈴木直美健康推進課長 難聴が認知症のリス

クの要因となることは、国でも示しているとお

り、そのリスクはあるものと認識をしておりま

す。ただ、今回２０１８年から２０２０年まで

国で研究を進めてきたわけでございますが、そ

の中でも特に補聴器を活用した成果、結果につ

きましては、今後さらなる研究が必要だとされ

てもおります。そういったことから、助成の対

象、あるいはその範囲、これを決定するために

は、国の調査結果に基づいた動向に今後も注視

して、判断していく必要があると考えておりま

す。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 あと、認知症対策だけ

でなくて、本当に難聴というのは様々な問題を
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はらんでいるわけですね。今、多分半分以上の

方が難聴傾向を示しているということで、この

議場にいらっしゃる方もかなりそういう難聴傾

向を示している方がいらっしゃるんじゃないか

と思います。私もだんだん遠くなってきました

けれども、今回この問題を一般質問するという

ことを知った多くの市民から、想像以上に多く

の市民から、この難聴問題、頑張ってくれと、

補聴器問題も頑張ってくれという、こういう激

励をいただきまして、本当に難聴対策、補聴器

問題というのが多くの市民の要求だということ

を実感していますので、ぜひ国の指示待ちにな

る前に、やっぱり市独自として対策をひとつ講

じていただきたいと思います。 

 次に、エコーホールへのヒアリングループの

問題で、配線工事の問題、あるいは補聴器の問

題とかを出されましたけれども、配線の問題は

決して複雑な工事は必要ないんですね。しかも、

会場全体でなくても一部区間をループ区間と定

めれば、その部分だけにちょっと配線を通せば

もう聞くことができるという、非常に簡単な、

簡易なものです。 

 あと、補聴器の種類についても、いわゆるＴ

モードというのがついた補聴器でないとループ

は使用できないんですけれども、その際も専用

の受信機を準備すれば問題は解決するというこ

とで、本当に難聴者の方がいろんな文化に触れ

合うための一つの手段として、このヒアリング

ループをお願いしたいと思うんですけれども、

やろうと思えばできるという、こういう点では

どうでしょうか、教育長。 

○長澤長右衛門議長 スポーツ振興課長。 

○高橋秀典スポーツ振興課長 先ほど議員がお

っしゃったように、簡単にループを回してとい

うことで、その範囲については対応できるとい

うことでありますけれども、まずエコーホール

という御質問でありましたので、補聴器メーカ

ー等にも確認したところ、この技術については、

基本的にはまず新たなホールの建設の際に床下

への工事ですとかそういった部分がまず前提に

なると。その際に、電気ですとか詳細な設計と

いう部分で現在運用されているという状況であ

ります。その他の方法ということでＦＭ波です

とか、そういった部分もありますので、そうい

った部分も今後課題として研究していきたいと

いうことでの回答とさせていただきます。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 このヒアリングループ

は、２０１９年現在、全国で１，７８５か所で

導入が進んでいます。県内では、鶴岡市文化会

館など６か所に設置されていますけれども、鶴

岡市の新しい文化会館は施設内の４か所にヒア

リングループが設置されているということで、

そういう新しい施設は設置がもう当然視されて

いますけれども、移動型ということではそんな

に難しい技術ではない、予算もあまり伴わない

ということを最後に申し述べまして、質問を終

わります。どうもありがとうございました。 

○長澤長右衛門議長 次に、７番谷江正照議員。 

〔７番 谷江正照議員 登壇〕 

○７番 谷江正照議員 議席番号７番、会派蔵

王、谷江正照です。 

 通告に従いまして、コロナ禍におけるプレミ

アム付き商品券による市内事業者への支援の在

り方について質問いたします。 

 ワクチン接種も順調に進展し、少しずつ以前

の日常が戻りつつあったところ、今度はオミク

ロン株の変異に見舞われ、コロナ禍はまだ予断

を許さない状況、経済においては本当にコロナ

禍以前とは程遠い状況です。 
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 １１月１８日の山形新聞において、「コロナ、

家計を直撃」との見出しで、株式会社山形銀行

のやまぎん情報開発研究所による２０２１年の

消費動向調査が公表されました。本調査結果で

は、世帯収入が減少した世帯は２２．６％、暮

らし向きが悪化したと回答した世帯の理由は、

収入の伸び悩みが６６．４％で最多だったとの

こと。また、過去１年間支出を減らした世帯は

２９．４％で、１０年ぶりに増やした世帯を上

回り、新型コロナの家計への影響が各項目に表

れたものでした。 

 過去１年間の支出を前年比で減らしたと答え

た世帯は、コロナ前の２０１９年の１．６倍に

増え、減らした項目では教養娯楽・交際費が６

８．５％でトップ、続いて被服費が６２．３％、

食費が４５．０％となり、同研究所では「コロ

ナ禍により外出自粛が続いたことが背景にある

と考えられる」としており、「今後、ワクチン

の接種の進展を背景に、県内でも徐々にリバウ

ンド消費が拡大していくことが期待される」と

しているものの、「依然として感染状況に左右

される傾向が続くと考えられるため、その動き

は穏やかなものにとどまる」との分析をしてい

ます。 

 そんな中でのオミクロン株への変異でありま

す。市民や多くの事業者は、先の見通せない大

変な状況であると言えます。 

 本市でも、様々な手を打ち、より多くの消費

の喚起を呼び起こすこと、事業者の支援になる

よう、直近の大規模な商業支援として、本年６

月と７月に「がんばろう上山！ＰａｙＰａｙで

のお支払いで最大２０％戻ってくるキャンペー

ン」として、スマートフォンアプリを活用した

ポイント還元を行いました。 

 この取組は、新型コロナウイルス感染症拡大

の経済的打撃を受けている市内中小企業者に対

する消費を喚起するとともに、キャッシュレス

決済の導入・利用促進や、非接触型取引による

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、キャ

ッシュレス決済ポイント還元事業を実施したも

のです。付与上限はありますが、ポイントの還

元率は２０％で、令和２年度に市の支援を受け

た上山市商品券振興会が実施した「かみのやま

応援！プレミアム付商品券」のプレミアム率４

０％と比べ少なく感じたものの、スマートフォ

ンアプリの利用者からは好意的に取り組んでい

ただけました。 

 しかし、中学生以下の子どもたちや高齢者な

どのスマートフォンを持たない人、持っていて

もアプリが作動できない人など、このサービス

の恩恵を受けることができない市民がいらした

ことも事実です。 

 私は、今回のような非接触型取引やキャッシ

ュレス決済の導入・利用促進など、時宜にかな

った取組に対して一定程度理解をしつつも、や

はり一部でも利用できない人が存在してしまう

ことが大変残念であり、もっと事業者の支援に

なり、利用者も笑顔になるよう、何とかすべき

ではないかと強く思うところであります。 

 令和２年度に、市の支援を受けて上山市商品

券振興会が実施した「かみのやま応援！プレミ

アム付商品券」は、新型コロナウイルス感染症

の発生により各種行事の中止及び外出自粛で影

響を受けている地域経済の下支えをするため、

緊急経済対策としてプレミアム付き商品券の発

行を市が支援することとし、４０％のプレミア

ム分や運営経費などを予算措置したものです。 

 事業を終えての事業者向けのアンケートでは、

今後の商品券発行事業について明確に「希望し

ない」との回答はたったの１．６％しかなく、
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「再度の実施を希望する」との回答は約８割、

７６．７％でありました。 

 プレミアム付き商品券を利用した消費者から

聞いた声の中では、「大型店以外のお店に行く

機会が増え、店舗を再認識することができた」

「家計が助かってよかった」「商品券がもっと

買えればよかった」など、事業者、利用者とも

に双方満足度の高い事業であったことが考えら

れます。 

 しかし、アンケートでは、発行金額において

１，０００円刻みでは「１枚単価が大きく、昼

食やランチで使いにくい」「５００円単位がよ

かった」との声も寄せられました。 

 また、課題としては「いつもの消費行動が現

金から商品券に置き換わっただけであった」と

の意見もありました。これはＰａｙＰａｙのポ

イント還元事業でも同様で、いずれの取組でも、

ガソリンや食料品や酒類といったいつもと同じ

ものを買う際に現金がプレミアム付き商品券や

ＰａｙＰａｙに置き換わっただけになってしま

う側面があり、それに対する何らかの手だてが

これからの施策に必要であることを浮き彫りに

したと感じています。 

 これらのアンケート結果を踏まえて、まちの

振興や地域の活性化につなげるため、スマート

フォンアプリによるポイント還元だけではなく、

本市においてサービスを希望する人を一人も取

り残さない、市民や本市在勤者に向けたシンプ

ルな紙ベースのプレミアム付き商品券を発行す

るための市の支援が必要と考えており、プレミ

アム付き商品券による市内事業者への支援の在

り方について、さらによりよい取組となるよう、

市に提案してまいりたいと思っております。 

 まず、プレミアム付き商品券の発行主体に対

する支援の要件として、発行形態を５００円単

位での利用が可能な紙ベースでの提供にするこ

とです。これにより、中学生以下の子どもたち

やスマートフォンを持たない人なども利用する

ことができます。そして、５００円単位にする

ことで、１，０００円以下の飲食をメインにし

ているお店や高齢者の少額でのタクシーでの移

動など、幅広い業界での利用が促進され、様々

な消費活動の裾野を広げることができます。 

 次に、現金がプレミアム付き商品券やＰａｙ

Ｐａｙに置き換わっただけになってしまうこと

への手だてですが、プレミアム付き商品券と連

携した新たな需要を掘り起こす取組を積極的に

支援し、プレミアム付き商品券事業と相乗効果

を図り、日用品や買いだめができる商品、サー

ビス以外にも消費喚起効果を波及させます。具

体的には、プレミアム付き商品券の発行主体に

対し、プレミアム付き商品券と同時にスタンプ

ラリーなどを実施する場合、発行するプレミア

ム付き商品券のプレミアムを市がさらに１０％

かさ上げするなど、民間事業者の創意工夫を促

すとともに、市もプレミアム付き商品券の発行

主体に対し相乗効果が生まれる取組を提案して

いくべきです。 

 例えば、コロナ禍に負けない、明るく前向き

に生きるライフスタイルや、コト消費の促進な

どとして、おしゃれやファッションを楽しみな

がら、身を整える消費を提案する「ＧоＴоフ

ァッションスタンプラリー」や、家族との記念

日や個人的なメモリアルを大切なものとして、

おいしい料理や記念日ならではの市内旅館や宿

泊施設やアクティビティーの利用による「メモ

リアルショートトリップスタンプラリー」、プ

ロによる記念写真撮影など、自分や家族の記念

日をより思い出深いものとする消費を応援する

「ＧоＴоアニバーサリースタンプラリー」な
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どの名称を冠した本市独自のスタンプラリーを、

各種業界団体と相談しながら、異業種間におけ

る業界団体の横連携を深めつつ、アフターコロ

ナに向けた明るい本市の商業振興に向けた取組

としていくことで、コロナに負けない、より前

向きな消費マインドの喚起やコト消費を喚起す

ることで、事業者支援並びに地域活性化に資す

るものと考えます。 

 スタンプラリーの景品、インセンティブも、

本市ならではの市産品や市内事業者の商品やサ

ービスといたします。例えば、家族の記念日に

「ＧоＴоファッションスタンプラリー」を活

用して、理容院や美容院で髪を整え、新しい洋

服などを購入し、おしゃれに身を包み、こんな

歴史に残るコロナ禍だからこそ、絆を深める思

い出に家族写真を写真館で撮影し、タクシーに

乗り、いつもより奮発したコースの食事を楽し

み、その結果スタンプがたまることで、インセ

ンティブとして美しくアレンジされた花束やお

いしいかみのやまワインやスイーツが届く。こ

のような取組で、異業種連携を図りながら、流

れるような消費を喚起します。 

 スタンプも、集めやすいようにスタンプ台紙

はビンゴ形式として、縦、横、斜め、どこでも

そろいやすくするなど工夫し、消費の連携を喚

起する取組で、各業界相互の活性化を図ってい

きます。 

 その他、様々な切り口のスタンプラリーとし

て、本市の振興やまちづくりにおいて有益な取

組を促すことも可能と考えます。例えば、本市

の第７次上山市振興計画「また来たくなるまち 

ずっと居たいまち～クアオルトかみのやま～ス

タンプラリー」では、施策の大綱である６つの

キャッチフレーズを用い、理解促進に役立てる

ことや、川沿いに町並みがある本市だからこそ、

水害や災害時におけるコロナ禍に資する分散避

難や直上避難を安全にするためのキーワードを

取り入れた「防災のまちかみのやまスタンプラ

リー」など、消費活動の促進、事業者の支援の

みならず、様々な切り口のスタンプラリーの展

開や連動も可能です。 

 そのような様々なタイプのスタンプラリーの

台紙を数種類作り、利用者が選びながら参加で

きるよう、Ａ４サイズで内容が見やすく分かり

やすいミシン目つきの切り取って使う５００円

単位のクーポン型のスタンプラリー告知つきの

プレミアム付き商品券などであれば、発券や事

業の周知のための印刷コストを抑えながら、多

様な展開も可能です。 

 現在、ワクチン接種が進み、新しい生活様式

も定着した状況に、国や県も様々な規制を緩和

しつつ、消費活動を促す方向に動きを変えたと

ころでのオミクロン株の変異です。 

 政府は、１１月１９日の臨時閣議で、人や事

業者を支援する給付金を柱とする経済対策を決

定し、コロナ禍の経済対策では過去最大規模の

財政出動が決まりました。「ＧоＴоトラベ

ル」も年明けに再開する方向で検討しておりま

すが、オミクロン株の変異もあり、一寸先はど

うなるか分かりません。 

 本市においても、このコロナ禍、関係各所に

おいて様々な対策に奔走し、この危機を乗り切

るべく、日々汗を流していることに十分思いを

はせながら、オミクロン株への不断の備えや、

新たな取組や施策へのなお一層の注力が今後の

本市の振興につながるものと考えます。 

 そして、このような事業は全ての人に届ける

こと、多くの人が参加できることが重要であり、

それは紙ベースで行うことが第一義的であると

考えます。また、その取組にスマートフォンや
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ＳＮＳを連動して、さらに効果を上げていくこ

とも可能と考えます。 

 コロナ禍だからこそ大切にしなくてはいけな

い人と人とのつながりを大切にした、誰一人取

り残さない支援と様々な切り口の支援の在り方

に本市が先駆けて取り組むことが必要だと思い

ます。そして、それはコロナ禍の先にあるまち

づくりに欠くことのできないものと考えます。 

 コロナ禍におけるプレミアム付き商品券によ

る市内事業者への支援の在り方について、市長

の御所見を伺い、１問といたします。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 ７番谷江正照議員の御質問

にお答えいたします。 

 コロナ禍におけるプレミアム付き商品券によ

る市内事業者への支援の在り方について申し上

げます。 

 新型コロナウイルス感染症を契機として、オ

ンライン診療やテレワークの推進など、国を挙

げてデジタル社会の形成に向けた動きが加速し

ております。 

 本市においても、ポストコロナ社会に向けた

キャッシュレス決済の推進やインバウンド需要

への環境整備が重要であると考えておりますの

で、従来のプレミアム付き商品券のような紙面

による事業者支援策を実施する考えは持ってお

りません。 

○長澤長右衛門議長 谷江正照議員。 

○７番 谷江正照議員 紙面による事業者支援

は実施する考えはないということのお答えであ

りました。 

 本市におきましても、このプレミアム付き、

スマートフォンを使った施策に関しましては、

議場におきましても不公平感があるのではない

かというような意見も出た背景がございます。

また、他の自治体においても、湯沢市議会や鶴

岡市議会でも、やはり多額の消費喚起策の対象

がスマホ利用者に限られると不公平感が生じて、

市民の共感を得られない、決済業者が１社に限

定されるのも問題というようなことがあったり、

鶴岡市のほうでも、決済機能を導入しない事業

者やスマホを所有しない市民が恩恵を受けるこ

とができず、市の財源を使っての事業としては

不公平感が強いというところで、反対のところ

もございました。まず、本市においては、そう

いったことも鑑みながらではありますが、市長

のお答えにありますようにインバウンドの促進

や時宜にかなった取組として行ったものであり

ます。 

 その取組の中で、しかし懸念された、持って

いない人はどうするんだと、使えない人はどう

するんだと、まずこの部分に関しての市長の御

答弁をいただきたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 商工課長。 

○木村昌光商工課長 国においても、デジタル

化の推進ということでは誰一人取り残さないよ

うにということを掲げております。 

 また、県においても「Yamagata幸せデジタル

化構想」の中で、デジタル技術が苦手な人でも、

周りの人同士で助け合い、デジタル・デバイド

をつくらず、誰一人取り残さない包摂的な社会

づくりを基本とするというふうにしております。 

 そのような中で、本年６月、７月に実施しま

したキャッシュレスポイント還元事業につきま

しては、市報やチラシ等により説明を行いまし

て、それから庁舎内、市内の事業加盟店での店

舗前を利用した説明会などを４回実施しており

ます。より多くの方がキャッシュレス決済を利

用していただける環境づくりを行ってきている
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ところでございます。 

 その結果、事業実施後の利用者アンケートの

中では、「使い方説明会でのフォローはよかっ

た」という御意見をいただいております。 

 その反面、議員がおっしゃるように高齢者や

ＩＴ、スマホに不慣れな方へのフォローをすべ

きだというようなことも御意見をいただいてい

ることも事実でございます。 

 今後、同様の事業を実施する際におきまして

は、市報ですとかチラシでの説明についてもも

っと分かりやすいものにしていくというような

工夫を考えていきたいというふうに考えており

ます。 

 また、説明会の回数であったり、説明会を開

催する場所、そういった部分についても増やし

ていくなど、丁寧な対応をしていくということ

で、より多くの方がキャッシュレス決済を利用

していただけるような環境づくり、そういった

ものを考えていきたいというふうに思っておる

ところでございます。 

○長澤長右衛門議長 谷江正照議員。 

○７番 谷江正照議員 私もその市の取組に関

しては理解しているところです。 

 私が個人的にお話を聞いた方は、この取組に

参加したい、ＰａｙＰａｙを使いたいんだとい

うところで、市のほうに相談に行ったそうです。

そしたら、親切丁寧に教えていただいたんです

が、結果、その方のスマートフォンのバージョ

ンが古くてアプリが使えないということでした。 

 やはりいろんな受入体制はしつつも、持って

いるスマホのバージョンや、そもそもスマホを

使えない中学生以下の子どもがいる、また、本

市で人口の４割以上を占める６５歳以上の方、

スマホになじめない方がこれだけたくさんいる

状況で、今回のお答えのように紙面による商品

券での事業者支援を実施する考えはないという

のは、あまりにも市民や消費者、事業者に関し

てのお答えとして私は冷たいと思うのですが、

市長、いかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 先ほど答弁いたしましたが、

やはり国の流れ、これは間違いなくデジタル化

ということで進んでおるわけですね。ですが、

やはり議員おっしゃるとおりそれにまだついて

いけないといいましょうか、整備ができていな

い方がいることも事実でございます。しかし、

我々行政からすれば、やはりそういう方向に進

めていくというのは基本ですし、また例えばス

マホを持っていない方でも、家族がいるわけで

すから、その家族の方にお願いするとか、ある

いはそれによっての新しいコミュニケーション

ができるとか、いろいろ考え方によっては冷た

いという考え方があると思いますが、しかし、

今は重要な移行時期だと思うんですよね。です

から、何事もやっぱり改革とか、あるいはいろ

んなことを推進していくときにはいろんな障が

いとか、それはいろんな面で生じてくるわけで

すから、若干そういった不平不満もあると思い

ますが、ここはあくまでも方向性という形での

答弁も含んでいるわけでございますし、また

我々行政だけでなくて、例えば商工課がやる事

業だってあるわけですよね。過去にもありまし

たし。そういうときにどう考えていくのかとい

うこともあろうと思いますが、基本的といいま

しょうか、そういう形では紙面ではなくてやは

りこれからの時代に即したものを整備をし、そ

してそれを推進していくのが我々行政の使命だ

というふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 谷江正照議員。 

○７番 谷江正照議員 その方向性は大きく私
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も理解するところであります。 

 ではお聞きしますが、本市における個人消費

の中でキャッシュレス決済、比率はどのような

ものになっていますか。 

○長澤長右衛門議長 商工課長。 

○木村昌光商工課長 キャッシュレス決済の割

合といいますか、そういった部分については正

確な数字はまだ把握していないところでござい

ますけれども、今回の事業を通しましても、よ

り進んでいるというところは実感しておるとこ

ろでございます。中にはやはり現金主義という

ような方もおるということでアンケートの中で

はお聞きしているところでございますが、今後

やはりキャッシュレス決済の導入を進めていく

ことによって、インバウンドですとかポストコ

ロナ、そういった部分につなげていきたいとい

うふうに考えておるところでございます。 

○長澤長右衛門議長 谷江正照議員。 

○７番 谷江正照議員 詳しいキャッシュレス

決済の動向は市のほうではまだ把握していない

ということでありますが、私どもで、これは日

本国でありますけれども、日本経済新聞のデー

タによりますと、国における個人消費の２０２

０年におけるキャッシュレス決済の比率は２９．

７％です。また、その中でもＰａｙＰａｙのよ

うなＱＲコード決済の比率は１．１％です。そ

のような個人消費の決済比率の中で、今回の紙

面による事業施策を実施する考えはないという

答弁については、今オミクロンが始まって、現

場はどうするんだというときに、インバウンド

やキャッシュレスだというのは少し先なのかな

と思うところであります。今はやはりリアルな

支援、多くの方に届ける支援が必要ではないか

と思いますが、いま一度、市長、いかがでしょ

うか、検討するというようなことに考えを変更

することはございませんか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 これからいろいろなことが

起きてくると思います。その中で、我々も今ま

でもキャッシュレス決済の機器というんでしょ

うかね、それへの補助とか支援とか、そういう

こともやってきたわけでございますし、また、

必ずしもこれからどういう施策を展開するか分

からないわけでございますし、また、それが先

ほど質問にありましたように５００円区切りが

いいとか１，０００円区切りがいいとか、いろ

いろありましたけれども、やはりそういうこと

じゃなくて、これからどういうふうな消費動向

に持っていくかということについては、我々行

政だけじゃなくて、商工会とか観光物産協会と

かいろいろあるわけですから、その中でも展開

があるわけで、それをお互いが連携をしながら

やっていくということでありまして、こういう

支援事業といいましょうか、あるいはそういっ

たプレミアム付きのものがそんなにどんどん出

てくるというか、それはなかなかこれからだっ

てそんなにあるものじゃないと思っております。

また、ある程度区切られた期間内での支援だろ

うというふうにも考えておりますし、あとは一

人ひとりの消費動向の中では現金主義の人もお

るだろうし、また、キャッシュレス決済にして

ポイントをためる楽しみとかそういうことをや

っている方もおりますし、こういった支援事業

のときはそういうふうに感じるかもしれません

けれども、一般生活の中では少しずつそういっ

たものを進めていくという方向で進めていけば、

これからの対応には十分対応できるんじゃない

かなというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 谷江正照議員。 

○７番 谷江正照議員 まだキャッシュレス決
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済、ＱＲコード決済は１．１％だという現状で

あることをもう一度お話しさせていただきます。 

 次に、とにかく事業者というのは利用者があ

って成り立ちます。事業者も利用者も双方どち

らも参加しやすい形態の支援がさらに拡大する

ことは当然であり、コロナ禍における支援の在

り方が自然であると私は考えます。 

 そして、経済の語源で経世済民という言葉が

ございますが、これは６世紀、１０世紀頃の中

国の古典に記載がある言葉で、世を治め、民の

苦しみを救うという意味があると言われていま

す。また、売手よし、買手よし、社会よしの三

方よしの言葉もあります。そして、市はその売

手である事業者や買手である市民が納める税に

よって成り立ちます。お預かりした税で、より

多くの人を幸せにするために、よりよい上山に

していく経世済民の責務がこの議場にいる私た

ちに託されていると言えます。 

 最近、ＳＤＧｓの言葉で「誰一人取り残さな

い」のキャッチフレーズが盛んに言われるよう

になりました。しかし、このことは私たち行政

に関わる者においては施策の根底に持たなけれ

ばならない不変の言葉であると考えます。その

ような理念で、ぜひともより多くの事業者と、

その事業を支える利用者、希望する人を誰一人

取り残さない、裾野が広いプレミアム付き商品

券とスタンプラリーによるコロナ禍での事業者

への支援の在り方につきまして、なお一層、今

後の本市の振興を求めることで、私の今回の質

問といたします。ありがとうございました。 

○長澤長右衛門議長 次に、２番石山正明議員。 

〔２番 石山正明議員 登壇〕 

○２番 石山正明議員 ２番、会派蔵王の石山

正明でございます。 

 通告に従い、順次質問をさせていただきます。 

 以前、私は教育による移住の推進について一

般質問をさせていただきました。教育力を向上

させることは、他市町村からの移住者を呼び込

む大きな手段になるのではないかとの考えから

質問をいたしましたが、今回は、教育を軸とし

たまちづくりについて質問をさせていただきま

す。 

 最初に、「教育立市宣言」の制定についてお

伺いいたします。 

 かつて本市には地域の教育に重要な役割を果

たした藩校「明新館」があり、廃藩置県により

一時閉じられた時期もありましたが、支那学や

算術、医学などが熱心に教授されたと言われて

おります。また、鶴脛町、湯町等の各丁各郷村

ごとの多くの寺子屋は、庶民の教育熱を高めて

いったことが知られております。 

 戦後は、教育基本法、学校教育法が制定され、

上山小学校、西郷第一小学校、中川小学校など

が設立されております。 

 新生の小・中学校は、戦後復興の一つの大き

な柱として、子どもたちの教育は学校、地域が

相互に協力し合いながら、総がかりで育てると

いう熱意によって醸成されてきた歴史がありま

す。 

 しかしながら、現在は核家族化、高齢化が進

み、共働き世帯や独り親世帯が増加し、インタ

ーネットやテレビゲーム等の非現実世界に触れ

る機会が増え、人との接触機会が減少し、相対

型の個人商店より自己精算型の大型店舗でショ

ッピングをするようなライフスタイルは、日常

生活を効率化した反面、絆や人とのつながりを

希薄化させ、子どもたちの教育環境を大きく変

化させております。 

 現在の教育問題の根幹は、教育責任の主体を

全て学校、教師、行政に転嫁してきたことにあ
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るとも言われておりますが、貧困による学習機

会の減少などは個人では対応不可能な状況であ

ります。 

 学校と家庭と地域は、連携しながらそれぞれ

の役割を果たし合うことにより、理想の教育環

境を築くことができます。家庭では親が一番身

近な教師として、学校では教師が集団生活を営

む場での教育者として、地域では地域で生活す

る全ての人が実践を通した教育者となって、小

さな社会を学ばせることにより、地域の文化や

歴史を継承させることもできるのではないでし

ょうか。 

 子どもたちの教育は一朝一夕にできるもので

はありませんが、市民総動員で本市の未来を担

う子どもたちを育む決意で「教育立市宣言」を

制定すべきと考えますが、市長の御所見をお伺

いいたします。 

 次に、教育を軸としたまちづくりの２問目と

して、二日町プラザ内に公設学習塾を設置する

ことについてお伺いいたします。 

 令和２年度の文部科学省白書によれば、新し

い時代を生きる子どもたちに必要な能力を育む

ためには、まず基礎学力を保障し、社会性を育

むことができるよう、学校教育の質を高めるこ

と、教育の機会均等を確保することが重要であ

ると示されております。 

 本市においては、第７次上山市振興計画後期

基本計画の下、「ふるさと上山を愛し、自信と

誇りをもって、上山を元気で豊かにする人づく

り」を基本理念とし、第２期上山市教育等の振

興に関する大綱を定めております。 

 また、その大綱の基本方針として、学校教育

の推進、生涯学習の推進、文化財の保存活用、

スポーツ活動の推進と、４項目にわたる指針を

示しております。 

 この第７次上山市振興計画や第２期上山市教

育等の振興に関する大綱は、教育委員会をはじ

めとした本市の多くの方々の熱意の結晶と考え

られますが、私が疑問に思ったのは文部科学省

が示している「基礎学力の保障」の項目です。 

 基礎学力をはかる一例として実施されている

全国学力・学習状況調査ですが、今年度５月に

実施された全国学力・学習状況調査の結果では、

本市の小学校６年生の国語は全国平均、県平均

とも下回りました。算数は全国平均を下回り、

県平均と同じでありました。 

 中学校３年生の国語は全国平均とほぼ同じで

あり、県平均よりは下回っており、数学におい

ては全国平均、県平均ともに下回っている結果

だと伺っております。 

 山形県義務教育課は県全体の分析をしており

ますが、「国語は短文の意味を正確に理解した

り、考えを効果的に伝わるよう書いたりする力

は身についたが、文章全体の構成を捉えて要点

をつかむことに課題がある。算数・数学では、

事柄が成り立つ理由について根拠を明確にして

説明すること、図形の性質を数学的に表現する

ことに課題がある」としております。 

 １９８０年から始まった「ゆとり教育」は、

「詰め込み教育」と言われた知識量偏重型の教

育方針を是正し、思考力を鍛える学習に重点を

置き、学習時間を減らして、ゆとりある教育を

目指すという学習指導要領の変更でありました

が、算数などの基礎学力をつける授業が減少し

たことにより、学習到達度調査（ＰＩＳＡ）に

おける日本の順位が下がり、ゆとり教育への批

判が起こり、２０１１年、学習指導要領はゆと

り教育から脱ゆとり教育へと再び変更されるこ

とになりました。 

 この学習指導要領の変更により、教員のみな



－４４－ 

らず、児童・生徒たちも振り回される形となっ

たのであります。 

 算数では、２０１１年以前に小学校４年生で

学習した内容が３年生にスライドをしており、

授業内容はかなり難しくなっております。 

 現場の教員によれば、３年生のつまずきはそ

の後の学力格差に大きな影響を及ぼし、特に算

数の壁が大きいと話をしております。 

 本市においては、支援の必要な子どものため

に教育支援員を配置するなどのサポート体制を

取っておりますが、学力については前述のとお

り大変残念な結果となっております。 

 無論、点数のみで学校教育を評価することが

あってはなりませんが、基礎学力は読む、書く、

計算等の学習を成立させる上での基本的な知識

であり、応用力の土台だけではなく、判断、行

動、解決する能力を培う基礎となると言われて

おります。 

 以前、同僚議員が豊後高田市の例を取り上げ、

学生や元教員等の有償ボランティアによる公設

学習塾について質問いたしましたが、本市の世

帯の構成状況や経済格差を見れば、全く同感で

あると考えさせられました。 

 このたび新任された横戸教育長は「人づくり

はまちづくりの礎」と、ある新聞に熱くお話を

しておられましたが、本市の未来を担う子ども

たちに、より豊かな学力を身につける場として、

元教員等のお力をお借りし、未活用施設の一部

を有効利用した公設の学習塾を設置すべきと考

えますが、教育長の御所見をお伺いいたします。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 ２番石山正明議員の御質問

にお答えいたします。 

 初めに、教育立市宣言の制定について申し上

げます。 

 本市では、第７次上山市振興計画後期基本計

画を踏まえ、第２期上山市教育等の振興に関す

る大綱を定めております。 

 また、この大綱の基本理念に基づき、教育を

社会全体で推進していくことが基本方針にも示

されております。 

 大綱の基本理念、基本方針と、御質問の教育

立市宣言の目指す方向性は同様と捉えておりま

すので、新たに教育立市宣言を制定する考えは

持っておりません。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

〔横戸 隆教育長 登壇〕 

○横戸 隆教育長 ２番石山正明議員の御質問

にお答えいたします。 

 二日町プラザ内に公設学習塾の設置について

申し上げます。 

 本市では、上山市学校教育指導の方針に掲げ

る「主体的・協働的に学び続け、確かな学力を

身につける子ども」を育成するためには、学力

向上の中核である学校における日常の授業の改

善と充実を図っていくことが大切であるという

考えを教育の軸としておりますので、公設学習

塾を設置する考えは持っておりません。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 それでは、最初の教育

立市宣言についてお伺いいたしますが、実は市

長が十数年前に初めて市長に当選なされたとき

のことでございますが、そのとき熱い思いを私

に語られたことを覚えております。「石山君、

施策はオンリーワンでなければ駄目だ」と。

「ほかのまねではなくて、本市として独自の施

策をしなければならない」と、熱い思いを語っ

たのを私は覚えておりますけれども、実は教育

立市宣言についてはほかの市町村でもやってい
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ることでございますけれども、ただ、先ほども

申し上げたように、子どもの教育というのはや

はり教育委員会だけでやるというものではない。

これは市民の方々が一体となってやるべきだ、

これは教育長も三位一体という形で言っており

ますけれども、ただ、私はその心構えがちょっ

と違うのかなと思っております。 

 教育大綱について、今回は第２期の大綱を出

しておりますが、私はどの範囲までこういう方

針を示しておられるのか、それが非常に疑問に

常々思っているところですが、どの辺までこの

大綱についてはお知らせをしているのか、まず

お伺いいたします。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 今御指摘のありました上山

市の教育大綱に対する基本理念を示して、その

中に３つのプランを構成を示して、具体の内容

をまとめているところでございます。 

 御指摘のように、上山市で目指す教育の方針

を、特に保護者の方は学校を通じて、それぞれ

の学校の教育法も打ち立てながらも、今、市が

目指している教育の方向性に沿って教育内容を

立て、実施しているものと認識しております。 

 また、市民というんでしょうか、地区の方々

への方針の在り方というんでしょうか、これに

つきましては具体的にはまだホームページとか

そういったものでお示しすることになると思う

んですけれども、今後、そういった市民への本

市の教育の方針の周知というものも充実してい

くように考えてまいりたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 今御答弁いただきまし

たけれども、教育大綱については、私は教育関

係者だけの中でぐるぐる持ち回りをしていて、

これが広く市民の方々には行き渡っていないと。

どれぐらい市民の方々がこの教育大綱について

理解をしているのか、先ほど目指す方向は同じ

だというようなことをお答えいただきましたけ

れども、目指す方向は同じでも、市民に告知す

る方法としては今までのやり方ではまずいので

はないかと。市民全体として、市民総意として

子どもたちの教育について、生涯教育について

やりますよという意思をはっきりした形で示し

たほうが、多くの市民の方々の理解を得られる

のではないかと思っております。 

 大分県杵築市の教育立市宣言ですが、この中

で「人が育ち、輝くまちづくりを進めるために、

教育行政はもとより、地域総ぐるみでさらに教

育に力を注ぐことが大切です。私たちは、まち

づくりの柱の一つに教育を据え、教育が果たす

べき役割を自覚し、その振興に向けて、市民総

意のもとで取り組むため、ここに教育立市宣言

をします」というようなことで、あくまでも片

方だけじゃないぞと、市民総意であるぞという

ことの覚悟をこの中で示しているわけですが、

このことについて市長はどのようにお考えか、

お聞かせください。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 これはおっしゃるとおりで

ございまして、この立市宣言だけじゃなくてい

ろいろな、核廃絶平和都市宣言も同じです。や

っぱりそれは頑張っているというか担当する部

署だけじゃなくて、学校教育にしても例えば家

庭、学校、地域が大事だよと、三位一体だよと

いうことを今までも強く言っているわけですし、

当然、例えば登校時に立哨をしてくださる方と

か、声がけ運動とか、それはやっぱり地域でで

きるものであって、いちいち国語、数学とか、

それを教えるなんていうことはできないわけで

す。餅は餅屋があって、そしてその中で全体と
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して教育に、あるいはこのまちの健やかな成長

のためにやっていこうということは変わりない

わけでありまして、どんな宣言都市であろうと、

どんな政策であろうと、やっぱり市民が主役と

いうことには変わりないわけですから、それは

みんなで一緒になって取り組むのは当たり前の

話だと思います。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 先ほど、当初はオンリ

ーワンというようなことで、お話を申し上げま

した。この情報過多の中で、オンリーワンとい

うのはなかなか厳しい。いろんな情報が入って

きますので。ただ、ナンバーワンはできるぞと。

先ほどお話ししました、上山市の学力について

は山形県内でも真ん中より下ですよ。これをも

っと教育を上げて、山形県でナンバーワンの教

育都市にするぞというようなお考えはおありな

のかどうか、再度お聞きします。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 このナンバーワンの意味で

すが、いわゆる全国テストとかそういうところ

で県ナンバーワンという意味かどうか私分かり

ませんけれども、多分そういうことを指してい

ると思いますが、ただやっぱり教育というのは、

基礎学力、これは大事でございますが、しかし

例えば芸術にたけている人とか、スポーツにた

けている人とか、いろんな方々がおるわけです

よね。ですから、教育というのはやはり自分が

生活していくための教育だと思うんですよね。

勉強する、あるいは学校に行っているときに点

数が高いとか低いとかの問題じゃなくて、やは

り自分が社会人としてきちんと生活を営んでい

く、そういうための学習だと思いますし、です

からその間には点数が悪いこともあるだろうし、

あるいは走るのが速い人もいるだろうし、そう

いう総合的な見地といいましょうか、評価とい

いましょうか、見方といいましょうか、そうい

うことが大事だと思います。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 総合的なという言葉で

今お話をされましたが、私はあくまでも基礎学

力の面で今お話をさせていただいておりますが、

この基礎学力の面で、先ほど全国学力・学習状

況調査についてはお話をさせていただきました

が、この中で１つ、私が一番心配していたのは、

子どもがこのコロナ禍の中でどういう生活をし

ているのか。 

 また、もう一つ、全国標準学力検査、これは

ＮＲＴですか、これについても調査をしたよう

ですが、この辺についての結果がどのようにな

っているのか、お聞かせいただきたいと思いま

す。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 本県の学力の結果につきま

しては、先ほど質問の中にもあったとおりでご

ざいますけれども、御指摘のように基礎学力を

身につけるために、学びに対する意欲だとか、

それから動機づけとか、それから日常生活、基

本的な生活習慣とか、そういったものが重要で

あるというふうに認識しておりまして、本県の

例えば朝御飯を取っているかとか、それから家

庭に帰ってどのくらい家庭学習をしているかと

いうのは、全国学力調査の中の学習状況調査と

いうことで、それぞれの生徒に質問紙で投げか

けているところでございます。ですから、その

調査について具体的には担当課のほうから申し

上げますけれども、そういった視点で学校でも

子どものきめ細かい指導の一つの資料として使

っているところでございます。 

○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 
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○塚原洋樹学校教育課長 まず、全国学力・学

習状況調査の質問紙の結果でありますけれども、

小学校の調査では朝食の取り方であるとかゲー

ムの時間などについて課題があることが傾向と

して捉えられております。ただ、これは学校に

よっても差があるところです。 

 また、中学校の調査では、今、小学校のほう

で申し上げたそのような傾向はなく、生活習慣、

意欲ともしっかり保って、学校生活に臨んでい

る傾向と捉えています。 

 コロナに係る行動の制限などが、特に小学生

の生活習慣の形成等に影響があったのではない

かというふうには考えているところであります。 

 学校での新しい生活様式を踏まえて、可能な

限り教育活動を継続して、そして学びを保障し

ていくということは大事であると考えておりま

す。 

 また、併せてありました標準学力検査結果、

ＮＲＴの件でありますけれども、こちらにつき

ましては中学校の数学に若干課題の傾向はあり

ますが、ほかの面については全て全国平均を上

回っているという状況であります。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 今回の答弁の中で、

「学校における日常の授業の改善と充実を図っ

ていくことが大切である」という、教育の軸と

いうことでありますが、実はこれは前教育長も

おっしゃったようなことですね。改善と充実を

図っていくと言いながら、この基礎学力の低さ

は何だったのか。じゃあどういう具合に改善す

るのか。今までやってきたことを改めて改善す

るということでございますから、これをどのよ

うに改善をしていくおつもりなのか、お聞きい

たします。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 これまで学力調査等を基に

し、それぞれの課題を分析あるいは検討して、

その学力の向上に、各学校できめ細かい生徒の

指導ということでやってきたわけでございます

けれども、一つ、今後学力の向上に当たって、

先ほどから御指摘ありますように、学校でやれ

ること、それから地域の協力、そして家庭のお

力添えをいただいて進めていくことが肝要かと

思っています。先ほども申しましたけれども、

例えば学びに対する動機づけがなくて、幾ら教

えてもなかなかついてこられなくなったりする、

そうしたときにじゃあ学びの動機づけってどう

してするんだろうと。それは例えば地域に出て、

大人と話して、こんな考え方もあるのかとか、

自然との体験で触れ合って、そういったところ

から学びの動機につながっていくことも考えら

れます。 

 また、家庭のほうには、御指摘のように家庭

での学習時間の確保とか、そしてまた携帯等の

長時間の使用実態なんかを、やはり家庭ともそ

ういう事実関係をきちんと共有していくこと、

それがこれからの学力向上では必要かと思って

います。 

 そういった意味では、先ほど枝松議員のほう

からコミュニティ・スクールという話がござい

ました。来年度から南小のほうに導入されます

けれども、そのシステム、仕組みづくりを利用

し、既存の今やっている例えば寺子屋の学習塾

なんかとも連携しながら、先ほどからあります

ように地域あるいは市民総ぐるみで教育の改善

に努めていくというふうに考えているところで

ございます。 

○長澤長右衛門議長 石山正明議員。 

○２番 石山正明議員 今、地域を含めてとい

う形がありましたので、この地域を含めてやる
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のであれば、二日町の、今デッドスペースがあ

りますから、そこに例えば地域おこし協力隊の

方々の御協力をいただきながら、あそこに塾を

つくるとか、先ほど子どもたちが算数につまず

くというお話をしましたけれども、３年生で九

九が言えなかったら、これはアウトだそうです。

その先には全然進まない。計算についても、九

九ができないと駄目だと。これは大手の学校の

教師も言っているわけですけれども、この辺も

含めて、やはり小学校低学年での本当の基礎の

基礎のところを、先生方だけではなく、地域皆

さんでバックアップしていくというために、私

は二日町プラザに何とかつくってほしいという

ことでお話は申し上げましたけれども、またこ

の次に話をさせていただきます。 

 やはり二日町プラザを今のままにしておくの

ではなくて、あそこには例えばお年寄りの集ま

るところ、小さい子どもの集まるところ、高校

生の集まるところ、障がい者の集まるところ、

図書館がありますよ。空きスペースを生かして、

あそこを上山市の生涯学習プラザとしてひとつ

立ち上げるというぐらいのお気持ちを持って、

今後教育長としてぜひ活躍していただきたいと

いう思いでございます。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 以上で終わります。 

○長澤長右衛門議長 この際、正午にもなりま

したので、昼食のため休憩いたします。 

 午後は１時から会議を開きます。 

    午後 ０時０３分 休 憩 

                  

    午後 １時００分 開 議 

○長澤長右衛門議長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、１１番神保光一議員。 

〔１１番 神保光一議員 登壇〕 

○１１番 神保光一議員 議席番号１１番、会

派市民クラブ、神保光一です。よろしくお願い

します。 

 私からは、「市民生活課窓口にキャッシュレ

ス決済サービスの導入を」と、「レンタル電動

キックボードによるまちなか観光の活性化を」

について質問させていただきます。 

 まず初めに、「市民生活課窓口にキャッシュ

レス決済サービスの導入を」について質問させ

ていただきます。 

 新型コロナウイルス感染症感染拡大の中、民

間事業者は感染と隣り合わせの中、様々な感染

対策を取った上で、企業活動を行ってきました。

その努力もあり、一旦、新型コロナウイルス感

染症感染拡大の波が落ち着きを見せています。 

 そういった対策の一つとして、キャッシュレ

ス決済サービスは会計時に接触機会が生じず、

感染対策として大変有効と言われております。 

 電子マネーやＱＲコード決済は、端末にスマ

ートフォンなどをかざしたり、ＱＲコードを読

み込んだりして決済し、クレジットカードも利

用者が自分で端末に差し込む形が広まり、会計

時、接触機会が生じないようになっているため

です。また、レジなどでの支払いを素早く済ま

せられ、接触時間を短縮させることにもつなが

ります。 

 国では、コロナ禍以前よりキャッシュレス決

済を推進してきましたが、コロナ禍になり、加

速度的に拡大しました。 

 キャッシュレス決済サービスの感染防止対策

の有効性から、本市でもキャッシュレス決済サ

ービスを導入した市内事業者に対し、支援金を

交付することで、キャッシュレス決済サービス

導入の促進を行ってきました。 
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 また、市税などのスマホ決済やキャッシュレ

ス決済事業者と連携したポイント還元事業を行

ったこともあり、市内では以前と比べ、民間事

業者の中で格段にキャッシュレス決済サービス

が普及してきたように感じます。 

 そこで、市民生活課窓口でもキャッシュレス

決済サービスを導入することを提案させていた

だきます。 

 市役所でも、民間事業者同様、様々な新型コ

ロナウイルス感染拡大防止の対策を取っており

ます。その一環として、民間事業者同様、むし

ろ推進しているわけですから、率先してキャッ

シュレス決済サービスを導入すべきだと考えま

す。 

 また、本市では市民生活課に自動釣銭機つき

レジスターを導入しましたが、さらにキャッシ

ュレス決済を導入することで、支払いの選択肢

を増やし、利用者にとってより利便性が向上す

るとともに、市役所窓口に導入することで本市

におけるキャッシュレス化の機運も高まります。 

 さらに、先日、マイナンバーカードの新規取

得者や保有者に対して一定のマイナポイントを

付与すると与党が申し合わせたことが報じられ

ました。マイナポイントは、キャッシュレス決

済サービスを対象に付与されるため、一段とキ

ャッシュレス決済に対する関心が高まっていま

す。 

 導入に際しては、特にＱＲコード決済であれ

ば、キャッシュレス決済事業者が用意するＱＲ

コードを設置するだけなので、高額な費用や特

殊なシステム構築も必要ありません。クレジッ

トカード決済に関しても、大規模な機器やシス

テムは必要なく、カードリーダーなどの端末を

導入するのみのため、容易に導入が可能です。 

 実際に導入済みの自治体も多くあり、近隣で

は南陽市の市民課窓口や高畠町立病院などで実

際に導入しております。 

 以上のことから、市民生活課窓口にキャッシ

ュレス決済サービスを導入すべきと考えますが、

市長の御所見をお聞かせください。 

 次に、「レンタル電動キックボードによるま

ちなか観光の活性化を」について御質問させて

いただきます。 

 新型コロナウイルス感染症感染拡大以前より、

本市における観光の活性化は大きな課題の一つ

です。観光客数は、新型コロナウイルス感染拡

大前の状況でも、ピーク時の半分以下にまで減

少し、さらにコロナ禍が拍車をかけ、カランコ

ロンとげたの音が響き渡り、にぎわっていた、

かつてのまちなかの風景は影を潜めています。 

 そういった中、新型コロナウイルス感染症感

染拡大が一旦落ち着きを見せ、上山市内で様々

なイベントが開催されるようになってきました。

その一つとして、毎週のように様々な場所でマ

ルシェなどが開催され、多くの人が足を運び、

まちなかに少しずつ活気が戻ってきています。

特にコロナ禍の中、大規模なイベントは難しい

ものの、まちなかを回遊できる点と点をつなぎ、

線とできるような仕掛けなど、楽しい様々な工

夫がなされており、まちなか観光の機運が高ま

ってきております。他市のイベントと比べ、そ

ういったことが一つの強み、魅力となっている

ようです。 

 本市としても、まちなか観光を活性化する取

組を推進し、民間の取組との相乗効果を期待し

ていくべきと考えます。 

 現在、本市ではレンタルサイクルが行われて

おり、まちなか観光に一役買っております。さ

らにまちなか観光を活性化させるために、新た

な手段としてレンタル電動キックボードの導入
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を提案します。 

 電動キックボードは、一般的に前後に車輪が

１つずつついた細長い板にハンドルを立てた乗

り物です。最高時速は２０キロ程度で、両足で

立って乗り、手でブレーキやアクセルを操作し

ます。利便性が高く、脱炭素社会に向けた新た

な移動手段としても注目され、特に欧米を中心

に活用されています。 

 日本では、道路交通法及び道路運送車両法上、

車両に該当し、道路交通法の車両区分に応じた

運転免許が必要で、車道の通行、ヘルメットの

着用が義務づけられています。 

 民間事業者では、２０２１年４月より電動キ

ックボードのシェアリング、レンタルを開始し

ているところもあり、さらなる普及を目指し、

規制緩和に向けた実証実験も行われるなど、

数々の自治体が民間事業者と連携を図っていま

す。 

 電動キックボードは、駅やバス停と目的地を

結ぶ約２キロ圏内のラストワンマイルの移動手

段として活用されており、本市においてのまち

なか観光に適しています。まちなか観光の回遊

性を高められ、点在している上山の魅力を線で

つなげる、かつてのげたに代わる象徴的なツー

ルとして、これまでにない目線で観光を楽しめ

ます。 

 また、電動キックボードは、コロナ禍で３密

を避ける次世代の手軽な移動手段となり、ＧＰ

Ｓを装備することにより、観光客の動きをデー

タ化して、市の観光戦略に利用することもでき

ます。 

 さらに、自治体として先行して新たな取組を

することで、全国的にも注目を得られ、観光地

としての魅力の創出にもつながります。 

 レンタル電動キックボードの導入、民間事業

者との連携は、全国の様々な自治体で行われて

きております。兵庫県豊岡市では、同市、大学、

民間事業者の産学官によるプロジェクトを行っ

ており、同市にある温泉街の観光はもとより、

市職員の公用車としての活用の可能性を検討し

ており、全国でも注目を浴びております。 

 以上のことから、まちなか観光の活性化のた

め、レンタル電動キックボードの導入を提案し

ますが、市長の御所見を伺います。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 １１番神保光一議員の御質

問にお答えいたします。 

 初めに、市民生活課窓口にキャッシュレス決

済サービスの導入について申し上げます。 

 市民生活課窓口でのキャッシュレス決済につ

いては、新型コロナウイルス感染症防止ととも

に、市民の利便性向上を図るため、来年度から

導入してまいります。 

 次に、レンタル電動キックボードによるまち

なか観光の活性化について申し上げます。 

 本市の中心市街地では、まち歩きを楽しんで

いただくため、上山城周辺の風情を大切にした

景観整備等の取組を進めております。 

 電動キックボードについては、道路事情や交

通事情など課題もありますので、現時点におい

てレンタル電動キックボードを導入する考えは

持っておりません。 

○長澤長右衛門議長 神保光一議員。 

○１１番 神保光一議員 まず、キャッシュレ

ス決済サービスの導入について、来年度から導

入いただけることで、大変ありがたく思います。 

 と同時に、担当課の皆様におきまして、新た

な決済手段の導入ということになりますので、

大変かとは思いますが、よろしくお願いいたし
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ます。 

 来年度から導入ということでして、現段階で

どういった形で導入のほうを考えられておられ

るか、答えられる範囲で結構ですので、お示し

いただければと思います。例えば、キャッシュ

レス決済については電子マネーですとかクレジ

ットカード、それからＱＲコード決済等ござい

ますが、どのような種類のキャッシュレス決済

サービスを導入して、さらに簡易的に設置する、

例えば一番お金のかからない方法で設置をして

いくか、それとも現在あるレジスターなんかに

つなぐような形を検討しているのかなど、今お

示しできる範囲で結構ですので、お示しいただ

ければと思います。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 現在、来年度の導入

を考えておりますのは、ＱＲコード決済を考え

ております。こちらのＱＲコード決済につきま

しては、総務省が作成しました統一ＱＲ、ＪＰ

ＱＲというコードを使った決済方法の導入を考

えているところでございます。 

○長澤長右衛門議長 神保光一議員。 

○１１番 神保光一議員 ＱＲコード決済につ

きましては、特に少額決済というんですかね、

そういったものでかなり使われ、ＱＲコード決

済全体の利用に関してはまだまだこれから伸び

のある部分だと思うんですが、少額決済という

ところに関してはかなり使われてきているとい

うことで、大変いいのかなと思います。 

 また、１点、先ほど谷江議員の一般質問の中

にもございましたが、全体のキャッシュレス決

済サービスの中でのＱＲコード決済というのが

パーセンテージがどうしても今のところ少ない

と。逆にクレジット決済というものは、ほかの

ものに比べて大変高くなっているようです。で

すので、ＱＲコード決済のみでなく、選択肢を

増やす、より利便性をよくするためにも、ＱＲ

コード決済のほかにクレジット決済なんかも検

討していただければと思うんですが、どのよう

にお考えでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 いわゆるキャッシュ

レス決済と申しますと、議員がおっしゃるよう

なクレジットカード決済、あといわゆる電子マ

ネーと言われる決済、それとＱＲコード決済、

大きくその３つの方法があるというふうに捉え

ております。クレジットカード並びに電子マネ

ーのほうですと、カードの読み取り機ですとか、

あるいは銀行のネットワークを使ったシステム

というようなこともありますので、まずは初期

投資も必要になると。あと、比較的ということ

でございますけれども、１件当たりの決済手数

料もＱＲコードに比べて高い比率で設定してい

るようでございます。そういったことを踏まえ

まして、まずは市民生活課の窓口におけるキャ

ッシュレス決済サービスの開始につきましては、

ＱＲコード決済から始めさせていただきたいと

いうふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 神保光一議員。 

○１１番 神保光一議員 承知しました。 

 ですと、今回のＱＲコード決済を皮切りに、

今後クレジットカードなり、ほかの手段も可能

かどうか、検討のほうを進めていただきたいと

思います。 

 来年度から導入いただけるということで、今、

一旦落ち着きは見せていますけれども、新型の

ウイルス株が見つかったりだとか、まだまだや

はり新型コロナウイルスの感染予防対策という

ものが必要だと思いますし、また、こういった

ことを導入することで市民の皆様の利便性の向
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上にもつながっていってほしいと思います。 

 また、今回こういった形で市役所のほうでい

よいよキャッシュレス決済を導入していただけ

るということで、市民の皆様のキャッシュレス

化への理解というのがより深まってほしいと思

います。 

 これで１問目に関する質問は終わらせていた

だきます。 

 次に、レンタル電動キックボードによるまち

なか観光の活性化について質問させていただき

ます。 

 こちらに関しまして、現時点でレンタル電動

キックボードを導入する考えはありませんとい

うことでしたが、例えばですが、今、市と民間

合わせてランドバンクエリアなんていうのは再

生とかいろんなものに力を入れて取り組んでい

ると思います。そういったところでもいろんな

実験的なことを行っており、例えばそういった

ところで同じように実験的なような形でもいい

ので、期間を限って行ったりだとか、もしくは

本当にそこのランドバンクエリアに限ってとか、

そういった実験的な取組についての検討はどう

なのかと思うんですけれども、いかがお考えで

しょうか。 

○長澤長右衛門議長 観光・ブランド推進課

長。 

○安田紀之観光・ブランド推進課長 現時点で

は、国のほう、あるいは地方自治体の幾つかで

実証実験を様々な形で行っております。そのよ

うな自治体の実証実験の結果、これを見まして

検討していきたいというふうに思っております。 

○長澤長右衛門議長 神保光一議員。 

○１１番 神保光一議員 ほかの自治体でも実

証実験をしているということで、そちらの動向

を注視していただいて、ぜひ検討していただき

たいと思います。 

 最初の答弁で、市長から上山城周辺の風情を

大切にした景観整備の取組を進めていますとい

った御回答があったんですけれども、今いろん

なことが物すごく早く変わっていく中で、例え

ば一つの景観、風情というものに対しても、

我々、議場で今マスクをつけていますけれども、

これというのもコロナウイルスがあって、今は

当たり前の光景になってきています。レンタル

電動キックボードなんていうものも、本来であ

れば上山の風情に合うかといったらなかなか難

しいところではあるかと思うんですけれども、

今後こういった時代の中で、逆にそういったも

のが当たり前になってくる世の中というのもや

っぱりあるかと思いますので、先ほど課長のほ

うからもありましたが、今後の動向を見ていた

だいて、ぜひ検討を進めていただきたいと思い

ますので、どうぞよろしくお願いします。 

 以上で私からの質問は終わりにさせていただ

きます。どうもありがとうございました。 

○長澤長右衛門議長 次に、６番棚井裕一議員。 

〔６番 棚井裕一議員 登壇〕 

○６番 棚井裕一議員 議席番号６番、会派孝

山会、棚井裕一でございます。 

 通告に従い、質問いたします。 

 市内各小・中学校では、現在、本市学校教育

指導の方針の下、子どもたち、そして家庭、地

域と共に学校経営に当たっています。 

 本市学校教育指導の方針とは、主体的・協働

的な学びを通した資質・能力の育成、ふるさと

学習を通した郷土愛の醸成、そして「いのち」

を大切にできる自尊感情の醸成の３つの柱から

成り、それらを家庭、地域が共につくり、支え

ることで、魅力ある学校経営を目指すという形

態が取られています。 
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 それら方針の下、各学校において指導に当た

られていますが、さらなる魅力ある学校の実現

のために、このたび質問いたします。 

 まず第１点として、全国学力・学習状況調査

及び山形県学力調査結果の公表についてであり

ます。 

 本市では、現在これらの結果について開示は

されているようですが、公表はされていません。 

 公表については、方法及び様式は様々ですが、

県内においても幾つかの自治体で行われていま

す。 

 東根市教育委員会では、学力・学習状況調査

のそれぞれの項目について、東根市の平均と全

国や山形県との比較を明示し、各校の指導法の

見直しなどに生かし、個人の学習状況の改善に

役立てています。これは、品質管理など業務管

理における継続的な改善方法であり、現場で役

立てている、現在様々な分野で用いられている

ＰＤＣＡサイクルが生かされ、そのサイクルが

確立していると言えます。 

 公表されていない本市においても、さきに示

した学校教育指導の方針に示したＰＤＣＡサイ

クルに基づく教育活動がなされているというこ

と自体は、議員である私たちは委員会で示され

る資料により知り得ますが、それのみで開かれ

た学校づくりを実践していると言えるのでしょ

うか。 

 公表については、県の教育委員会ではなされ

ていますが、各自治体の対応は様々です。 

 それぞれの立場に立つ自治体の考えを、ここ

で紹介します。 

 公表は控えるべきとしている自治体では、そ

の理由として、「学校間の差別や偏見を生む可

能性がある」「保護者にとって、学習の状況は

自分の子どもの結果が分かればよいものである

と考えている」「学力は、学年や年度によって

も大きく差が出るため、学校の状況と捉えられ

てしまうのが不安である」「保護者が教師を評

価することに懸念がある」などの意見がありま

す。また、「学力調査の目的は、個人の学習状

況の到達度を知り、それぞれの子どもたちの学

習課題を明確にした上で、その改善を図ること

と、教師側が学習指導の在り方について検討し、

学習指導の改善を図るものだと考えられ、公表

に当たっての弊害と同時に、教師側の指導に帰

結するものゆえ、公表は不要」とする意見もあ

ります。 

 一方で、公表すべきとする自治体では、その

理由として、「説明責任を果たすことは重要だ

と考える」「家庭との協力体制を整える際に、

結果の公表を活用していきたい」「原因を解析

し、措置を講じることが必要であり、今後どん

な措置を講ずるかを保護者に対して説明する必

要がある」などの意見があります。 

 言うまでもありませんが、学力の違いを学校

の教育力の違いと誤って捉えられる傾向もある

ため、公表した結果が学校のよしあしや児童生

徒の学力を全て表現しているものではないとい

うことをきちんと伝える必要があります。 

 全国の小・中学生が参加する調査について、

調査に基づく結果から見えてきた課題や改善点、

施策についての検証、そして基礎学力の習得を

はじめ、学習に対する興味や関心、さらに学習

習慣や環境など、現在の子どもたちが置かれて

いる状況から考察された今後の取組などが公表

されるべきであり、情報が提供されてこそ教育

環境や学習環境の向上に関わることが可能にな

り、子どもが行きたい、保護者が行かせたい、

地域の人が支えたい、魅力ある学校になるので

はないでしょうか。 
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 全国学力・学習状況調査及び山形県学力調査

結果の公表について、教育長の御所見を伺いま

す。 

 次に、第２点目として、地域に開かれた通学

路交通安全プログラムの推進について質問しま

す。 

 本市において、通学路の安全推進機関として

教育委員会や警察署、県や市の道路関係部署、

学校や保護者等からなる通学路安全推進会議が

設置されています。 

 さらに関係機関の連携体制を構築する狙いで、

通学路交通安全プログラムが策定されています。 

 その年間活動は、９月上旬に各小・中学校か

ら点検必要箇所の募集から始まり、設定された

重点課題の定期的な合同点検の実施、対策、安

全指導や進捗状況の確認となっています。さら

に、翌年８月上旬には、子どもの安全を守る連

絡会議において発表・公表するとあります。ま

た、対策の検討や実施、検証も行われるとあり

ます。 

 しかしながら、危険性を感じ、実際に声を上

げてくれた児童や保護者、地区の方にとって、

学校や警察に要望はしたけれど伝わったのか分

からない、とりわけ点検や検討の結果、すぐに

対策が講じられなかった箇所については、放置

された感が否めず、ひいては不信感を招く結果

になりかねません。このような取組体制では、

保護者が行かせたい、地域の人が支えたい、魅

力ある学校までの道のりが遠のくのではないで

しょうか。 

 子どもが安心して通学できる環境を整えるた

め、そして保護者や地域が一体となって子ども

たちを守るため、通学路の安全確保に関する点

検結果や経過、検討内容や対策などを公表し、

地域に開かれた通学路交通安全プログラムとし

て運用されることを提案します。教育長の御所

見を伺います。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

〔横戸 隆教育長 登壇〕 

○横戸 隆教育長 ６番棚井裕一議員の御質問

にお答えいたします。 

 初めに、全国学力・学習状況調査及び山形県

学力調査結果の公表について申し上げます。 

 本調査は、限られた学年、教科、分野におけ

る学力の一部に対する評価であり、子どもの能

力や資質を全て表すものではありません。さら

に、各学校により実態が異なり、学校ごとによ

りきめ細かくお知らせすることが重要と考えて

おりますので、市の調査結果を具体的数字で公

表する考えは持っておりません。 

 次に、地域に開かれた通学路交通安全プログ

ラムの推進について申し上げます。 

 現在、各学校や地域の皆様から指摘のあった

通学路の危険箇所については、通学路安全推進

会議において点検箇所を決定し、対策等を行っ

ています。 

 今後は、通学路安全推進会議で話し合われた

内容を、保護者や地域の皆様に広く周知してま

いります。 

○長澤長右衛門議長 棚井裕一議員。 

○６番 棚井裕一議員 枝松議員並びに石山議

員の質問内容と重複する部分がありますので、

なるべく重複しないように質問してまいります。 

 初めに、学力・学習状況調査などの公表につ

いてですけれども、今いただいた御答弁の中で

は、数値で公表する考えは持っていないという

ことでありましたが、市全体としての例えば傾

向とか課題とか、それに対する解決策などを公

表するというふうな部分での公表は考えていら

っしゃるのかどうか、お伺いします。 
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○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 

○塚原洋樹学校教育課長 本市の場合、学校数

も限られており、学校の実態も大きく違ってお

ります。学校ごと、今お話もありましたように

様々な面でより詳しく、具体的に保護者に向け

て対策も含めて通知をしておりますので、それ

を続けてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

○長澤長右衛門議長 棚井裕一議員。 

○６番 棚井裕一議員 最初の答弁、そして今

の答弁については承知したところでございます

けれども、既に公開している自治体もあるわけ

です。それらについてのもし情報的なものがあ

りましたら、利益とか不都合が生じているのか

どうか、特に保護者からそれについての指摘と

か、非公開にしてくれなどの要望も含めてある

のかどうか、御存じでしたらお伺いします。 

○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 

○塚原洋樹学校教育課長 幾つか情報を得てお

りますが、公開している自治体の状況はそれぞ

れ違うようですが、不利益や要望があるという

点は伺ってはおりません。 

○長澤長右衛門議長 棚井裕一議員。 

○６番 棚井裕一議員 そういう声がないとい

うことは、一歩前進してもよろしいんではない

かと思うんですけれども、県外の自治体の話に

なりますけれども、結果を受けて分析に当たる

専門の部署を設け、学校ごと、もしくは子ども

一人ひとりに対してのどのような対応が今後必

要かというふうに検討し、もちろん子ども一人

ひとりのことじゃないですけれども、学校ごと

の傾向とか、市全体、町全体の傾向とかを公表

しながら生かしているというふうに聞いていま

す。位置づけは、全国的な位置づけ、もしくは

山形県内での位置づけが明確になる機会でもあ

りますので、これらの情報を生かしてこそ、そ

して対策を生かしてこそ、開かれた学校になる

んではないでしょうか。お伺いします。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 今、社会に開かれた教育活

動ということで、学習指導のほうでもそれをう

たって、学校教育に対して地域の方、もちろん

保護者の方の御協力を得るという方向の考えを

基本的には持っています。 

 ただし、その情報を公開することによって、

先ほど学校教育課長も申し上げていましたが、

危惧されることが想定されていること、そして

それが本市にとってどのような形で、数値が独

り歩きして、例えば指導の改善がその数値を上

げるためだけの指導になってしまったりとか、

そういったことが危惧されることを本市では考

えており、本市は規模が小さくて、そういうの

が出されるとすぐ推測され、序列化等の、そう

いった状況が生まれるということも懸念されま

すので、そういったことを考慮して、情報の公

開をしていないというのが考え方でございます。 

 今後という話もございますけれども、様々な

形の公表があることも承知しています。さらに

研究をしながら、この在り方についても研究し

てまいりたいというふうに思います。 

○長澤長右衛門議長 棚井裕一議員。 

○６番 棚井裕一議員 数値など公表する考え

は持っていませんと先ほど答弁いただいたわけ

ですけれども、そこはもちろんです。例えば全

国と比べて０．５点上回ったとか、マイナス３．

７点だとかなんていうのは、あまり意味がない

と思います。そんなものを望んでいるのではな

いです。これは多分、多くの市民がそう思って

いるんだと思います。それをもって自分の子ど

もがどうだこうだなんていうのも意味がないこ
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とだと思います。私が先ほど傾向や課題解決策

などと言ったのは、全国を上回る、下回る、お

およその部分で構わないと思いますけれども、

それ以上に学習状況なんです。学習状況につい

て、本市の子どもたちが置かれている環境はど

のようなものかと、そして地域として関われる

ことはないのかどうかというのを私たち地域の

人間が分かることによって、地域の宝である子

どもたちを見守っていこうとする機運の醸成に

なるんではなかろうかというふうに申し上げた

いのでございます。 

 さらに開かれた学校づくりのために伺いたい

んですけれども、全国学力・学習状況調査と同

時に行われている各学校の校長先生において回

答する学校に対する質問書、質問票というんで

すか、あると思います、その結果を受けての活

用、保護者に対するアンケート調査の結果やそ

の分析の活用についてです。それらについても、

国立教育政策研究所が示している事例や分析と

ともに活用が求められているところではあるん

ですけれども、本市教育委員会においてこれま

での取組について、簡潔にでよろしいですので、

行われているのかどうか、お伺いします。 

○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 

○塚原洋樹学校教育課長 各学校とも学校評価

という形で、毎年学校の状況については保護者

の皆さんから率直な御意見をいただいて、その

成果、また課題を取りまとめているところです。

そこについては、各学校ごと保護者の方に必ず

お返しをする形を取り、そして翌年度の教育課

程に生かしていくということで、学校評価の面

で、学力の面も含めまして、また子どもたちの

生活の状況、あとは教員の自己評価等も含めま

してお知らせして、よりよくつなげていくとい

うことを実施しております。 

○長澤長右衛門議長 棚井裕一議員。 

○６番 棚井裕一議員 今、学校に対する質問

書、保護者に対するアンケート、もちろん子ど

もたちに対しても、自らの学習状況などについ

ての質問などもありますけれども、この３者間

の捉え方の違いで生じてきた問題点などという

のもあると思うんです。そういったものを生か

してこそ、そこで地域というのが浮き彫りに、

協力できる体制というのが必要になってくる場

面というのもあると思うんですよ。ですから、

そういった意味での対応、取組など、今後もお

願いしたいと思います。 

 義務教育期間というのは、人間形成の最も重

要な期間を担ってくれているわけです。先生方

の指導力の向上を図ることはもちろんですけれ

ども、子どもたち一人ひとりにとっては一生に

一度限りのこの期間なんです。この期間が一生

の宝物になるようにしていただきたいと思いま

す。 

 次に、一旦、交通安全プログラムのほうに行

きますけれども、話し合われた内容を保護者や

地域の皆様に広く周知してまいりますというふ

うな答弁をいただきました。これまでも必要に

応じてというんですか、子どもたちとかには注

意喚起というのはなされているというふうにも

伺いました。地域の方も、「ここ危ないんだ

な」とか、交通安全運動で旧態依然のことを繰

り返すよりも、こういう危ないところに立って、

子どもたちの安全を見なきゃならないんだなと

か、そういったのも必要かと思って、今回質問

したわけですけれども、この周知方法について

お伺いします。 

○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 

○塚原洋樹学校教育課長 通学路安全推進会議

を持って、そして実際にその結果をプログラム
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として具体的に対応してまいっております。そ

の結果については、各学校が主体となっており

ますので、地域の方との連携の下、出されたも

のについて、今こういうことになっているんだ

というのを大分事細かくお伝えいただいている

ようです。こちらのほうにも直接「こういった

ところはありがたかった」とか「じゃあここは

どうだったんだ」というようなお問合せなども、

また継続してくれなどということも出ておりま

す。各学校ごと、さらに詳しく地域の方に具体

的にお伝えできる手だてを今後講じてまいりた

いと、そして危惧なく、さらにいい方向に進め

るように、安全確保のために努めてまいりたい

と思っております。 

○長澤長右衛門議長 棚井裕一議員。 

○６番 棚井裕一議員 ぜひ推進会議のメンバ

ーとか役員にとどまらない情報の提供というの

を心がけていただきたいと思います。 

 先ほど来触れているＰＤＣＡサイクルという

ものについてですけれども、トヨタ自動車では

ＰＤＣＡサイクルに「＋Ｆ」というのを加えて

取り組んでいるそうです。Ｆというのはフォロ

ー、もしくはフィードバックと解釈されるもの

ですけれども、この精度を上げることを目的と

していて、客観的なフォローもしくはフィード

バックがあることで、本来の目的を見失わずに

ＰＤＣＡを回し続けるための工夫だそうです。

思い込みや視野の狭さによって仮説自体が間違

っているという事態を防ぐことができ、より精

度の高いＰＤＣＡを回せるというものです。 

 教育分野において、特に地域が関わる分野に

ついてはこのような仕組みが必要だと思います

ので、ぜひ導入といいますか、考え方を取り入

れていただきたいと思います。 

 最後になりますが、今１２月定例会は新教育

長を迎えて初めての議会ということで、多くの

議員からの質問があり、その答弁を通し、多方

面の考えを聞いたところではありますが、改め

て新教育長としての学校教育指導に対するお考

え、そして基礎学力、すなわち学習面における

向上が喫緊の課題の一つでもあることから、そ

れに対する取組やお考えについてお伺いします。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 私、着任してから約２か月

ほどたつんですけれども、その間、各学校を訪

問させていただいて、先週だったか、研究指定

された上小の子どもたちの授業なんかを見学さ

せてもらいました。 

 先ほどから少し申し上げているんですけれど

も、そこにはやっぱりそれぞれ置かれた立場の

子どもたちがいて、それぞれの個性を持ってい

る子どもたちがたくさん学んでいます。私は、

基本的に教育というのはそういった子どもたち

の能力を開花させる、顕在化させるというのが

一番の目的だと思っています。もちろん学力を

つけることもそうです。人格の形成とよく言わ

れますけれども、その人格を形成する上で大事

なことというのは、先生と子どもたちの触れ合

いとか、そういった触れ合いの中から、いろん

な体験を通したりする中で、そういった積み上

げの中で形成されていくものと考えております。

ですから、学校において生徒と教師、そういっ

た関係をきちんとつくっていくことも、指導、

学力を上げたり人格形成よりも大事な点だと思

っています。そういった視点からの教育という

ものを、先ほど３つのプランで進めていますと

言いましたけれども、その根底に流れる考え方

としてそういうふうに思っているところでござ

います。 

 それからもう一つ、今喫緊の課題になってい
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る学力ですね、そこにつきましては、本市の学

力を向上させることは、もちろんこれは県全体

の学力向上を図る課題の一つだと思っています。

先ほどからありますように、今求められている、

今後の社会で求められる、例えば課題を解決す

るために自ら考えて、そして他者を認めて、協

働して物事を解決していくという一つの資質、

能力を育むために、今、学校のほうでは授業改

善、いわゆる主体的で、そして生徒との関わり

を大事にした、いわゆるアクティブラーニング

ですね、そういった授業展開も大事にしている

ところです。ですから、学力の向上の一つ、授

業改善というものも一つのアプローチとして今

後大事にしていきたいと思っています。 

 それから、学力に関しては、もう一点、今般、

ＧＩＧＡスクール構想でタブレットが一人ひと

り持たされました。この使い方というのは、一

つ大きな工夫が必要かと思っています。それは、

調べ学習とかそういったことで学校で活用する

こともあるわけですけれども、家に持ち帰るこ

とも可能になっています。そして、それぞれが

自分のつまずきの箇所、これはＡＩのプログラ

ムなんかではもう既にどういうところでつまず

いているかというのがチェックできるようなソ

フトもございます。そういった意味では、それ

ぞれの子どもたちのきめ細かい指導を行う上で、

情報端末の活用の指導の工夫というのを行いな

がら、学力の向上を図っていくということも一

つあるのではないかと思っています。 

○長澤長右衛門議長 棚井裕一議員。 

○６番 棚井裕一議員 強引に例えれば、学校

はスポーツチームとすればプレーヤー、生徒た

ち、子どもたちがいて、監督、コーチ、先生方

がいるわけです。そして、私たち地域全体が熱

烈なサポーターとして応援したくなるような学

校づくりをお願いしたいと思います。 

 以上で私からの質問を終わります。 

○長澤長右衛門議長 次に、９番川口豊議員。 

〔９番 川口 豊議員 登壇〕 

○９番 川口 豊議員 議席番号９番、市民ク

ラブ、川口豊でございます。 

 このたびは、大きく２つの質問をさせていた

だきます。 

 まず１つ目、地域の特性を生かした教育の推

進について。 

 中学校におけるスキー教室の実施について、

教育長に伺います。 

 今年もいよいよ師走に入り、白いものがちら

つく季節になってまいりました。本市でも間も

なくスキーシーズンの到来を迎えます。 

 ここ山形県上山市は、日本最長の山脈である

奥羽山脈にそびえる名峰蔵王の麓に位置する風

光明媚な土地柄であります。蔵王といえば、世

界的にも有名な観光地であり、雪に覆われた

山々や大地、そして樹氷や霧氷は雪国にしかな

い華やかさや豊かさがあります。「蔵王といえ

ばスキー」という代名詞にもなっており、一般

的には蔵王の麓で育った子どもたちはみんなス

キーが上手なんだろうと思われているようであ

ります。本市にも複数のスキー場があり、冬季

スポーツであるスキーやスノーボードを楽しむ

には絶好の環境であることは、今さら言うまで

もありません。 

 そのような恵まれた環境の中で、現在、市内

の全ての小学校で毎年複数回のスキー教室が実

施されています。中でも、中川小学校では１年

生から６年生までの児童がスキー教室を実施し

ています。中川小学校以外のほかの学校でも、

３年生から６年生まで複数回実施していますの

で、小学校においてはほとんどの児童がスキー
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を経験しています。 

 しかしながら、一方、中学校では、北中学校

の１年生が１回のみスキー教室を実施している

だけで、他の学校は全く実施していないという

のが現状であります。 

 確かに中学校では各教科の授業時数や部活動

等の関係でスケジュールが多忙になっていると

いうことはあると思います。 

 そこで、先日、県内各１３市のスキー教室の

実施状況を調査してみました。特に熱心に実施

していると感じたのは、置賜地域でありました。

中でも米沢市であります。米沢市は、小学校は

もちろんのこと、各中学校、高校に至るまで全

ての学校でスキー教室を実施しているとのこと

であります。ただ、中学校と高校におきまして

は、当然のことながら進学等の関係もあり、

１・２年生だけが実施しているとのことであり

ました。 

 置賜地域に隣接する我が村山地域では、唯一

上山北中の１年生だけが実施しているという状

況になっております。なぜこんなに違うのかと

驚いているところであります。 

 中学校におけるスキー教室では、小学校で学

んだスキー技術の応用編として、山形が誇る蔵

王ライザスキー場や蔵王温泉スキー場へ行き、

地元にある樹氷や霧氷等のすばらしい観光資源

を満喫し、郷土愛を育むための価値のある学習

であると考えるところであります。 

 雪国山形に暮らす我々は、雪を邪魔者扱いに

しがちであります。しかし、せっかく降る雪を

利用して児童生徒を育てる、言わば「雪育」と

いう考えに立ってみてはいかがでしょうか。 

 スキー教室の狙いは、ただ単にスキー技術を

上達させるだけではありません。例えばスキー

技術を車の運転に置き換えて考えてみますと、

車にはエンジンやアクセル、ブレーキやハンド

ルがついていますが、スキーにはそれらは備わ

ってはおりません。人間が操作して初めてその

機能が備わってきます。ハンドルやブレーキ操

作がスキー技術と言えるのです。 

 しかし、斜面を安全に滑り下りるには、技術

だけでは十分ではありません。特に初心者は、

１人ではなかなか滑り下りることはできません

が、指導者の後について滑ると意外と滑り下り

ることができるのです。 

 では、なぜ初心者は１人では滑り下りること

ができないのでしょうか。ハンドルやブレーキ

操作はできても、状況を判断し、対応する力が

十分ではないからだと言えます。言い換えれば、

安全に滑り下りることができるようになるとい

うことは、状況を判断し、対応する力が身につ

いてきたということが言えるのではないでしょ

うか。これらのことから、スキーはスキー操作

能力だけでなく、状況判断力や対応力といった

ものがとても大切であります。 

 スキーは、昨今、自分自身で判断する機会が

少なくなっていると言われる現代の子どもたち

に、この能力を身につけさせることができる大

切な学習であると私は考えています。 

 また、もう一つの効果として、スキーは他の

教材と比較して、できないものができるように

なるということが短時間で体験できるという特

徴もあります。初めてスキーを体験する子ども

たちは、ゲレンデに到着しますと緊張した硬い

表情をしておりますが、開講式が終わり、各班

に分かれて講習に入ると、最初の１時間はなか

なかうまくできませんが、頑張って何とか止ま

る技術を習得して、リフトに乗り、指導者の後

をついて上からゆっくり滑ってくると、緊張感

が徐々にほぐれて、笑顔に変わります。それを
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見ている引率の先生は、「あの子、教室ではあ

んな笑顔を見せないんだけどな」と驚いていま

す。できずに落ち込んでいる児童が、急に自信

をつけ、笑顔になっていく学習こそが大切であ

ると考えています。 

 雪国だからこそできる教材の優れた点を十分

に理解し、生かしていくことが、地域に根差し

た教育につながると言えるのではないでしょう

か。 

 子どもたちは成長して、やがてこの土地から

離れ、全国に羽ばたいていく方もいます。そこ

では、「出身はどちらですか」と社交辞令とし

て聞かれることでしょう。そのときに、「山形

県上山市というところで、蔵王山の麓に位置し

ます」と答えることでしょう。聞いた方は、恐

らく「蔵王山の麓でしたら、スキーが上手でし

ょうね」と聞かれるはずです。そのときに、

「スキーならできますよ」としっかり答えて当

たり前だと思います。ところが、「いや、スキ

ーはできません」などと答えさせるような教育

をしてはいけません。これは、我々大人の大切

な責務であると思います。この地域で育った子

どもたちがスキーができることは、将来大きな

武器になると私は考えています。例えて言いま

すと、刀を持たない侍を育ててはいけないとい

うふうに思うのであります。そして、山形県、

また本市の観光財産である蔵王を学習するため

にも、ぜひ中学校でのスキー教室を推進すべき

と考えますが、教育長の御所見を伺います。 

 次に、スキー教室実施時のバス代の補助につ

いて伺います。 

 長引くコロナ禍の影響も受けて、子育て世代

における経済の格差がますます深刻になってき

ているという調査結果を見ました。子どもたち

の成長過程における学習や体験等に経済的な格

差があってはなりません。 

 地元の利を生かしたスキー教室も、用具の準

備や往復のバス代、リフト代や食事代等の負担

はかかります。そこで、県内の各自治体におけ

るスキー教室の実施に対する経済的支援の調査

を行いました。代表的な自治体を紹介しますと、

お隣山形市では児童１人当たりにスキー教室の

補助金として年間１，０００円の補助をしてい

ます。また、長井市や米沢市、新庄市等では、

スクールバスを使っての送迎と、公営スキー場

でのリフト代を全額免除しています。 

 中でも驚いたのは、鶴岡市であります。鶴岡

市は、市内の小学校全校に対して、スキー教室

の実施に当たり、行き帰りのバス代とレンタル

スキー、レンタルウエアに加えて、リフト代ま

で全額市が負担をして実施しています。鶴岡市

の学校教育課に「なぜそこまで手厚い支援をし

ているのですか」とお尋ねをしましたところ、

「ふるさとへの思いを育む教育の一環です」と

返事をいただき、感銘を受けたところでありま

す。その結果、鶴岡市立の小学校２６校全ての

学校で現在もスキー教室が実施されているとの

ことであります。 

 本市におきましても、以前からスクールバス

を利用してのスキー場間の送迎を計画していた

だいた経緯はございますが、全体的なバスの台

数不足や登下校でのバス使用の関係で、現在、

中川小学校が一部利用しているようであります

が、どうしてもスキー場からの帰りの出発の時

間が午後１時３０分頃でないと間に合わないと

いう、少々もったいない状況になっております。 

 以前、市内に１０校あった小学校も、統合が

進み、現在は５校。そして、来年度からは４校

になってしまいます。本市の将来を担う大切な

子どもたちに、平等に、かつ手厚い支援をすべ
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きと考え、スキー教室の実施における往復のバ

ス代を市が全額補助すべきと考えますが、教育

長の御所見を伺います。 

 次に、大きい２番目の質問をいたします。 

 クロスカントリースキーの普及について。 

 各中学校へのスキーセットの配置であります。 

 本市が重要施策として掲げる蔵王坊平アスリ

ートヴィレッジ整備構想の施設として、夏、冬

を通してクロスカントリーのコースがあります。

中でも冬季コースは、全国に数か所しかないＦ

ＩＳ（国際スキー連盟）公認の最高ランクのＤ

ランクのコースになっており、しかも標高が約

１，０００メートルという高いところに位置す

る環境下で、雪質が変化しにくいといった利点

も好評を得ています。 

 毎年、全国から多くのトップアスリートの皆

さんがトレーニングに来ています。 

 先日の報道にもありましたとおり、２０２４

年度の冬、令和６年２月に山形県で冬季国体の

開催が決定しました。本市の蔵王坊平では、ク

ロスカントリー並びにコンバインド競技が開催

されます。ＦＩＳ公認のコースができてからは、

２回目の国体開催となります。 

 しかしながら、残念なことに、せっかく本市

が自慢できるコースがあるにもかかわらず、本

市には現在クロスカントリーの選手が一人もい

ません。この環境下において、もったいないこ

とだと思います。 

 聞くところによりますと、ゴルフで活躍して

いる石川遼プロは、毎年オフトレーニングとし

てクロスカントリースキーの合宿をしていると

のことであります。 

 考えてみますと、私たちが中学生だった頃は、

各学校にクロスカントリーのスキーと靴、スト

ックが整備されており、冬期間になりますと担

当の先生から指導を受けた覚えがあります。そ

れがいつからなくなってしまったのか分かりま

せんが、せっかく目の前に恵まれた環境がある

わけですので、もう一度、各中学校へ用具を配

置して、例えば夏季スポーツのオフトレーニン

グとしての活用も含め、地元上山らしい活動を

推進していき、それがやがて地元を代表する選

手として発掘できるように進めていくべきと考

えますが、教育長の御所見を伺います。 

 次に、指導者の配置であります。 

 用具だけあっても、指導者がいなければ活動

はできませんので、指導者の配置も必要であり

ます。以前は体育の先生が指導してくださった

と記憶しておりますが、専門的な指導となりま

すと、知識と技術を兼ね備えた方が必要であり

ます。 

 先ほども申し上げましたが、ちょうど３年後、

令和６年２月には国体が開催されることが決ま

りましたので、本市といたしましても地元選手

としての活躍に向けて選手兼指導者を招聘し、

大会の盛り上げと同時に、地元選手の発掘と併

せ、活気あるまちづくりにつないでいくべきと

考えますが、教育長の御所見を伺います。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

〔横戸 隆教育長 登壇〕 

○横戸 隆教育長 ９番川口豊議員の御質問に

お答えいたします。 

 初めに、中学校におけるスキー教室の実施に

ついて申し上げます。 

 学校では、学校の実態を踏まえ、限られた授

業時数の中で教育課程を主体的に編成し、特色

ある学校づくりに取り組んでおります。 

 スキー教室は、学習指導要領に基づいて必ず

実施する内容とはなっておりませんので、それ

を含む特別活動の内容は学校ごとに校長が判断
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し、実施しております。 

 次に、スキー教室実施時のバス代補助につい

て申し上げます。 

 本市の小学校につきましては、スキー教室を

全ての学校で実施しておりますので、バス代経

費の一部補助制度の創設について対応してまい

ります。 

 なお、スキー教室を実施している一部の学校

では、指導者への講師謝礼やリフト代などにつ

いて、特色ある学校づくり推進事業補助金を活

用しているところです。 

 次に、中学校へのスキーセットの配置につい

て申し上げます。 

 各中学校からは、現在、クロスカントリース

キーに取り組む計画及び配置の要望がありませ

んので、スキーセットの配置は考えておりませ

ん。 

 次に、指導者の配置について申し上げます。 

 市内民間事業所には、クロスカントリースキ

ーの元全日本チャンピオンやスキーの現役選手

など人材がおりますので、市として新たに招聘

することは考えておりません。 

 また、市スポーツ協会を通じ、市スキー連盟

には冬季競技選手強化育成事業の委託を行って

おりますので、民間事業所などとも連携して、

クロスカントリースキーの普及や選手発掘に取

り組んでまいります。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 それでは、４つありま

すので、順次、質問をさせていただきます。 

 まず、中学校におけるスキー教室の実施につ

いてであります。これは、今、答弁にもありま

したとおり、学校ごとに校長が判断して実施し

ていると、これはそのとおりだと思います。た

だ、地域の特性を生かした教育の中で、私、先

ほどスキー教室の大切さ、有効性というものを

お話しさせていただきましたが、これはやはり

非常に効果があるものでありますので、やって

ほしいということでなしに、推進してください

というふうなお願いをさせていただきました。

本市の学校指導の下に今教育行政が行われてい

ると思いますので、ぜひ前向きに推進していた

だけるかどうか、お答えをお願いします。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 ただいま学校教育の教育課

程、どのような生徒を目指すかということをつ

くるために教育課程編成を行っているわけでご

ざいますけれども、スキー教室によって育まれ

る力、御指摘のように様々な要素を含んで、そ

の内容については私もそのとおりだと思います。 

 ただ、今現在、様々な課題を抱え、また様々

な内容、例えば英語の指導とかそういった様々

なものも入ってきている中で、限られた時間の

中で、学校行事を通して目指す生徒の育成を図

るというのが一つあると思います。基本的には

スキー教室の有用性は分かりますけれども、学

校の実情、あるいは学校の特色づくり、目指す

生徒像の具現化に向けて、校長の判断でその推

進を図っていく必要があると思います。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 横戸教育長は、従前、

長く置賜地域で学校長として勤務された経験が

あると伺っております。先ほども申し上げまし

たとおり、置賜地区、米沢市では小学校、中学

校、高校に至るまで全てスキー教室をやってい

ると。それは地域の中で考えることだと思いま

すが、米沢にできて上山でできないということ

はないと私は思っているんです。学習指導要領

に基づいて必ず実施する内容とはなっていない

という答弁をいただきましたが、これは全国レ
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ベルでの学習指導要領でしょうから、地域の特

性を生かした教育というふうなものを考えると、

やはりここ蔵王の麓にある上山市では、季節性

がありますがスキーの授業というのは非常に大

切なものではないかというように私は考えます。

置賜にできて上山でできないことはないと思い

ますが、その辺の考え方、もう少し経験上から

お話しいただけますか。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 私は以前、置賜のほうの高

校に４年間ほどいましたけれども、高校におき

ましても全ての学校で行っておりました。それ

を市で推進、あるいは教育委員会で推進してい

るかというと、そうでもないんですね。伝統的

に、雪国にあって、小学校、中学校からずっと

やってきた経緯がこれまでにあるんだと思いま

す。 

 本市においても、私も小さい頃、学校でのス

キーというのはやっていましたし、それが今日、

様々な事情によって、各学校の状況に応じてス

キー教室がなくなっていったという経緯がある

んだと思います。 

 私はもちろんスキー教室の有用性は、先ほど

申しましたようにスキーから得られる様々な要

素というのは認めるわけですけれども、本市で

それを一つの、例えばスキーということでの取

組を進めていくに当たっては、様々な御意見、

それから市全体の御意見なんかもあるんだと思

います。そういったことも踏まえながら、検討

していく必要のあるものだと考えています。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 今回時間がないので進

めてまいりますが、まずスキーですね、とても

すばらしいことだと思いますので、ぜひ推進し

ていただきたいと思います。 

 ２つ目のスキー教室の実施のバス代の補助で

あります。先ほどの答弁では、バス代経費の一

部補助制度の創設について対応してまいります

というふうな御答弁をいただきました。特色あ

る学校づくり推進事業補助金が学校に出ていて、

それを使っているというのは私も存じ上げてお

ります。それとは別に、ぜひスキー教室のバス

代の経費、一部補助じゃなくて全額補助しても

らえないかなというふうに思うところです。私

もざっくり計算したところ、今５校の小学校が

２回ずつ学年ごとにスキー教室をやったとして

も、バス代に係る経費というのは３００万円程

度であります。次代を担う子どもたちの支援と

いうような形の中で、やはりシーズン３００万

円の補助をぜひ全額補助していただきたいと思

いますが、全額というわけにはいきませんか。 

○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 

○塚原洋樹学校教育課長 スキー教室に係る必

要経費の状況の把握、また先ほどもありました

特色ある学校づくり推進事業との調整、各校の

教育課程の計画の状況、スキー教室については

小学校は今実施しておりますが、各学校が主体

的に教育課程を編成していくということを大事

にしておりますので、そういったことを捉えて

総合的に判断して、経費の一部補助制度という

ふうに今検討しているところであります。そこ

をさらに研究してまいりたいというふうに思っ

ております。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 大体、１回のスキー教

室に児童１人当たり７，０００円ちょっとかか

ります。そのうち半分がバス代であります。で

すので、バス代を全額補助していただくことが

できますと、児童生徒、保護者の負担は半分で

済むようになります。そうすると、保護者の理
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解も大きく得られるというふうに思っておりま

すので、ぜひ。バス代の場合は平等なんですよ。

１人休んでも２人休んでも、とにかくバス代と

いうふうな形の平等負担というような形になり

ますので、ぜひバス代に関しては全額補助して

いただくというようなことで御検討いただきた

いというふうに思います。 

 続きまして、クロスカントリースキーの普及

についてでございます。 

 答弁では、各中学校から現在要望がないので

スキーセットの配置は考えておりませんという

ふうにあります。要望が来たら配置してもらえ

ますか。 

○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 

○塚原洋樹学校教育課長 各学校ごと、特にト

レーニングの方法については様々、子どもの興

味・関心も大切にしながら、多様性も大切にし

ながら、体力向上を考えています。このスキー

についても、様々有効性なども学校とも話をし

ましたが、今のところそういったところは計画

にはなっていないと、ほかの方法で続けていく

ということでありましたので、先ほども答弁に

ありましたようにスキーセットの配置は現在は

考えていないというふうに捉えております。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 先生方も最近若くなら

れて、昔のことを御存じない先生がどんどん入

替えになっているから、スキーの必要性を感じ

ていますかというふうに聞いても、なかなか今

までの経過が分からない先生に聞いても、「あ

あ、必要ですね」と答える先生はいないと思う

んですよ。私がクロスカントリースキーをなぜ

推進しているかというと、夏場のスポーツのオ

フトレーニングというふうな形でやってはいか

がかなというように思っているんです。蔵王坊

平にはクロスカントリーコース、これは夏も冬

もすばらしいコースがあるんです。そのコース

を生かしてやれれば、夏場のスポーツの競技力

向上にもつながるというふうに思うわけです。

ですので、冬、夏場のトレーニングのために、

あのすばらしいＤランクのコースを利用して、

推進していくというふうなことを考えると、い

きなり坊平に連れて行ってもなかなかできませ

んので、各学校のグラウンドに雪が降ったとき

に練習ができる環境をまずつくってあげないと、

用具もないのにスキーをするように言っても、

なかなかできません。これは子どもたちの意思

だけではなかなかできないんです。ですから、

大人が、教育者が、やはり行政がそれだけのも

のをそろえてあげないと絶対にできないんです、

スキーというのは。ですので、まずその環境を

そろえてあげるということが必要だというふう

に思いますが、その考え方について学校教育課

長、どういうふうにお思いでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 

○塚原洋樹学校教育課長 各学校ともそういっ

た話をいたしました。冬場の体力づくり、大変

大事にしているところであります。例えば校舎

内での、体育館なども非常に活用しながら、ま

た走る力の方法であるとか、そういったところ、

様々冬場、特に子どもの興味・関心を大事にし

ながら、冬場の体力づくりを進めているという

ふうに捉えています。 

 クロスカントリースキーをどういうふうにす

るかというところについては、今のところ学校

でもそういった認識がない状況ですので、まず

は学校の今の計画を大事に進めていきたいとい

うふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 川口豊議員。 

○９番 川口 豊議員 それでは、最後に指導
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者の配置について、一方的になるかもしれませ

んが、市内民間事業者にクロスカントリーの元

全日本チャンピオンがいることは私も存じ上げ

ております。 

 そして、国体が３年後に来ます。やはりそれ

を盛り上げるためにも、その辺の結びつき、市

内事業者に勤務しているだけでありまして、上

山代表の選手ではありません。ですので、その

辺の結びつきをうまく使って、上山市民、せっ

かく国体を応援するんであれば、上山市からの

代表選手がいるのといないのとでは大分違いま

す。その辺のところ、もう少しきちんとした結

びつきを持って、３年後に向かって、コースを

整備することも大切ですが、競技力向上を図っ

ていくことはもっと大切だと思いますので、そ

の辺のところ、そして、その選手が子どもたち

と触れ合って、指導してくれるような関係づく

りが必要かなというふうに思っているところで

ありますが、最後に教育長、その点について御

答弁いただけますか。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○横戸 隆教育長 クロスカントリーの選手の

育成と普及ということでございますけれども、

今、様々なスポーツ競技が多様化しております。

そういったスポーツ競技が様々ある中で、クロ

スカントリーの競技を教育委員会としてです、

教育委員会として取り上げていくということの

考えがありませんので、まずクロスカントリー

の競技団体ですね、そういった方との連携等は

これまでもやってきたわけですけれども、そう

いった意味で競技団体との連携も図りながら、

その普及、それから育成という視点での取組を

行っていく必要があるかと思います。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

散  会 

 

○長澤長右衛門議長 以上で本日の日程の全部

を終了いたしました。 

 これをもちまして散会いたします。 

 御苦労さまでした。 

    午後 ２時２５分 散 会 
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